
別紙2－2  

介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案  現  行  

○指定介護予防支援に要する責用の額の算定に関する基準（平成十八年   
厚生労働省告示第百二十九号）  

○指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成十八年   
厚生労働省告示第百二十九号）  

l豊根台無恥甚凧璧り騨卜岬咄旺e既望′ 売場豊根台無恥追回聖女醜  
悪王榔Ⅶゼ指摘紅り㌫再酎甘卜昭ヰe刃車ペ0  

l空地台推軒畠囲埜り騨卜岬舶旺Q尊堂′ 藁嘱望出女惟軒追回聖女経  
堂モ咄卦せ轟腑りペコ林地卜昭ヰe刃小崎0  

血簑恨＄岬  ll控出座撒酎日野囲埜吏凋細い利畔旺e層化′ 京口吐朝駅畢《  ll控根毛惟隈蛙凧鯉口蝋ト㊥咄旺Q尊堂′ 宗り世制水畢ぺ皿簑他＄昭  
宗礪り根＄昭彊史蚕漣朕」レ軸他す昭ヰe刃ト㊥0  l卦せQ週卜皐リ  宗堀口囲蔓時針吏裔漣條り｝軸掴ト㊥ヰe刃ト㊥○  l劃せQ射撃リ   

※ 別に厚生労働大臣が定める一単位の単価の内容は以下のとおり。  
別紙5参照  

川 堤Il軒馴削射いに僧服台矧両副椚軋川砂牒舶町引酎掴拍」吏   
野郎にパ是ニト′ 中合理リl巴米韓e∃賢慮簑嶋崎刃勅世′ 中e∃賢慮朝雄   

望罫コ坐トレ長軸ト㊥中台刃小崎○   

別表  

指定介護予防支援介護給付責単位数表  

介護予防支援責  

イ脚 412単位  412単位  

注1 介護予防支援責は、利用者に対して指定介護予防支援（介護  
保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第58条第  

1項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）を行い、  

かつ、月の末日において指定介護予防支援等の事業の人員及び  
運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的  
な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。以  
下「基準」という。）第13条第1項の規定に基づき、同項に規  

定する文書を提出している指定介護予防支援事業者（法第58条  

川 堤l仰唱繋他廿里月帥拍溜仲基仰臥封机“細腰竃援勅酎針山   

轡側にパ蔦ニト′ 中Q茸リl巴状梶e∃誓姦策嶋㊥刃仙埜′ 中e諾意側辞   

世昏つ悪トレ烏朝≠ペ局唱八座叫0   

別表  

指定介護予防支援介護給付費単位数表  

介護予防支援責  

イ牒 400単位  400単位   

注1介護予防支援責は、利用者に対して指定介護予防支援（介護  
保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第58条第  

1項に規定する指定介護予防支援をいう。以下同じ。）を行い、  
かつ、月の末日において指定介護予防支援等の事業の人員及び  
運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的  
な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第37号。以  
下「基準」という。）第13条第1項の規定に基づき、同項に規  

定する文書を提出している指定介護予防支援事業者（法第58条  
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第1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）について、  

所定単位数を算定する。   

旦 利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介護又は介  
護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型  
共同生活介護（介護予防短期利用共同生活介護費を算定する場  
合を除く。）を受けている場合は、当該月については、介護予  

防支援章は、算定しない。  
ロ ■初回加算  250単位  

第1項に規定する指定介護予防支援事業者をいう。）について、  

所定単位数を算定する。   

旦 利用者が月を通じて介護予防特定施設入居者生活介護又は介  
護予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型  

共同生活介護（介護予防短期利用共同生活介護責を算定する場  
合を除く。）を受けている場合は、当該月については、介護予  

防支援責は、算定しない。  
ロ 初回加算  300単位   

注 指定介護予防支援事業所（基準第2条に規定する指定介護予防   
支援事業所をいう。）において、新規に介護予防サービス計画（法   

第8条の2第18項に規定する介護予防サービス計画をいう。）を   

作成する利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、   

初回加算として、1回につき所定単位数を加算する。  

注 指定介護予防支援事業所（基準第2条に規定する指定介護予防  
支援事業所をいう。）において、新規に介護予防サービス計画（法   

第8条の．2第18項に規定する介護予防サービス計画をいう。）を  

作成する利用者に対し指定介護予防支援を行った場合については、   

初回加算として、1旦につき所定単位数を加算する。  

ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算  300単位  注瑚（指定地域密着   
型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域   
密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の  

方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第36号。以下「指定地  
域密着型介護予防サービス基準」という。）第43条に規定する指  

定介護予防小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）の利用  
を開始する際に、当該利用者に係る必要な情報を当該指定介護予  

防小規模多機能型居宅介護を提供する指定介護予防小規模多機能  
型居宅介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準第44条  

第1項に規定する指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所を  
いう。以下同じ。）に提供し、当該指定介護予防小規模多機能型  

居宅介護事業所における指定介護予防サtビス等の利用に係る計  
画（指定地域密着型介護予防サービス基準第44条第7項に規定す  
る指定介護予防サービス等の利用に係る計画をいう。以下同じ。）  

の作成等に協力した場合に、所定単位数を加算する。ただし、こ  

の場合において、利用開始日前6月以内において、当該利用者に  
よる当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の利用につ  
いて本加算を算定している場合は、算定しない。  
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画面うーイ1  

介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案   現  行  

○指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成   
十八年厚生労働省告示第百二十六号）   

○指定地域密着型サービスに要する責用の額の算定に関する基準（平成   
十八年厚生労働省告示第百二十六号）   

女難埜盤班（陣世玉せ班社主昧伍Il＋川叶）圭昧已十Il頗etl圭昧Il惇Q璽  

他出蛸‘∩仙′  空地君軍閥椒副手一山ペリ粧す昭琳旺合理e琳地口匪ト㊥  

蛸鮒1初鴬eペ小り根£′ 跡磋＋く相月川〔一 皿毛・中興旺憎、㊥0  

1 空地要撃観椒副手一山ペリ柚小崎榔旺合せ埜′ 藁雁皇巴他者軍髄瀬副   

中一山ぺ台憎悪王朝射せ惑腑りペコ林地卜岬ヰe刃ト㊥0  

台冊堕盤瑠（陣増玉せ班社主昧伍Il十日町）圭昧已十Il亜Qll妹Il惇G璽  

地口蛸‘∩仙′ 要地要哲郎堰副手一山ベリ騨卜昭咄旺eぜ令姉他日誕小崎  

蛸轢卜勅鴬eぺ小口他£′ 排撃＋く掛監町l正長′手製旺憎、㊥0  

1 空地卓替撤収副中一山ベリ蝋小崎舶旺Q歴世′ 藁膳控恨岩野舶椒副   

中一山ぺ女難史宣舶掛せ嶽腑リペ⊃抽他小崎ヰQ刃小崎  

ll空地卓軍舶椒副手一山ベリ騨卜昭榔旺合理±′ 宗り吐朝駅垂《皿簑  ll空地君哲郎腑副中一山ぺL用附い馴附琵eぜ虻′ 京口吐朝駅垂ぺ血簑  

出忘昭l掛せe射撃り苗場吏偶鳩牒嘲ゼ憾練欄にけ佃抽拍叫拍巧いル  

ト¢○  

根鼠昭日計卦針裾引里副酎引離か銅択鍼糾用紅外相拍拍叫持場上座  

ト¢0  

※ 別に厚生労働大臣が定める一単位の単価の内容は以下のとおり  

別紙5参照  

川 堤Il叶e栗掴リベコ控出卓球舶腫副手一山ベリ憫仲川銅附茫eぜ東亜   
他」吏曹司巳り龍ニ｝′ 中e謀吏l正常帳合∃賢慮簑嶋崎刃勅±′ 中e∃質   

点側辞世撃つ悪トレ克触小崎ヰe刃卜噂0  

冨 樫臣在世副蕎臣台推再3与繋埜喩挙濯副匹仰台推り堕時空他者軍髄   
腑副中一山ペリ凋頼伸銅酢茫合理虻′ 荘川押合璽他出量量ぷ′耳卜陪臣定   

雌（正宗凶e凶雌漣4氾毒0 さト匝」○）e甘惟り蛸ウ∩仙′ 吐制覇垂ぺ   

也簑留忘吏野く巳り袈コ′ 藁口軽朝統率ぺ血毛根＄昭刃IJ小口十にり味根   

本昭l」－U簑P仙昭ヰe刃小崎0   

別表  

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表  

1 夜間対応型訪問介護責   

イ 夜間対応型訪問介護責（Ⅰ）   別に厚生労働大臣が定める単位数  

川 堤Il叶e要地り邦コ空地君聾鮎椒副手一山け＝」紳す㊥咄匿e建勅林   
地」吏野埴り龍ニ｝′ 中e亜吏l巴堰梶e∃誓裔簑嶋㊥刃勅±′ 中e∃質   

感側辞世昏コ坐トレ鳥拙ト㊥沖合刃す噂0  

巳 樫匝在世副雷臣台惟頑笥与繋埜喩挙濯副晦仰伝鯉口堕噂控他者哲髄   
瀬副手一山K⊥凋粕…剛紺琵e甚便′ 橿＝叶e喪他出量量ぷ′がト忙妄言   

雌（望哀凶e凶唖地価碇0 ヨト匡り○）e甘酷口端¢∩仙′ 世朝駅垂ぺ   

曲簑留＄吏野くロリ蛋コ′ 宗出世朝駅垂ぺ曲毛根＄昭刃l」吋リペ⊃軸根   

本、ゃり刃簑P勅岬ヰe刃セ、嘩0   

別表  

指定地域密着型サービス介護給付費単位数表  

1 夜間対応型訪問介護責   

イ 夜間対応型訪問介護費（Ⅰ）   別に厚生労働大臣が定める単位数  
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口 夜間対応型訪問介護責（Ⅱ）  1月につき2，760単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして市町  

村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型   
サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚  

生労働省令第34号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）  

第6条第1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。  
以下同じ。）の夜間対応型訪問介護従業者（同項に規定する夜間  
対応型訪問介護従業者をいう。）が、指定夜間対応型訪問介護（指  

定地域密着型サービス基準第4条に規定する指定夜間対応型訪問  
介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げ  

る区分に従い、それぞれ所定単位数を算定する。  

ロ 夜間対応型訪問介護責（Ⅱ）  1月につき乙760単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するものとして市町  

村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所（指定地域密着型   
サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚  

生労働省令第34号。以下「指定地域密着型サービス基準」という。）   

第6条第1項に規定する指定夜間対応型訪問介護事業所をいう。  
以下同じ。）の夜間対応型訪問介護従業者（同項に規定する夜間  

対応型訪問介護従業者をいう。）が、指定夜間対応型訪問介護（指   

定地域密着型サービス基準第4条に規定する指定夜間対応型訪問  
介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げ  

る区分に従い、それぞれ所定単位数を算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める単位数の内容は以下のとおり。  
1 基本夜間対応型訪問介護費（1月につき）  
2 定期巡回サービス責（1回につき）  

3 随時訪問サービス責（Ⅰ）（1回につき）  
4 随時訪問サービス責（Ⅱ）（1回につき）  

1，000単位   

381単位  

580単位  

780単位  

2 別に厚生労働大臣が定める者が定期巡回サービス（指定地域密   
着型サービス基準第5条第1項に規定する定期巡回サービスをい   

う。）又は随時訪問サービス（同項に規定する随時訪問サービス   

をいう。）を行う場合は、平成21年3月31日までの間、所定単位  

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長   
に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所において、別に厚生労   
働大臣が定める者が定期巡回サービス（指定地域密着型サービス   

基準第5条第1項に規定する定期巡回サービスをいう。）又は随   
時訪問サービス（同項に規定する随時訪問サービスをいう。）を   

行う場合は、平成22年3月31日までの間、所定単位数の100分の70  

数の100分の70に相当する単位数を算定する。  

に相当する単位数を算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ 平成21年3月31日時点で、介護保険法施行令（平成10年政令第4   
12号）第3条第1項各号に掲げる研修の課程のうち3級課程を修  
了した者（同令附則第4条の規定により同令第3条第1項第2号  

に規定する介護員養成研修の課程（3級課程に限る。）を修了し  
た者とみなされたものを含む。）であって、それぞれ当該各号に  

定める者から当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けたもの   

（以下「3級課程修了者」という。）を訪問介護員として雇用し  
ており、かつ、平成21年4月1日以降も引き続き当該3級課程修  
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了者を訪問介護員として雇用する指定夜間対応型訪問介護事業所  
であって、当該3級課程修了者に対し、平成22年3月31日までに  

介護福祉士の資格を取得し、又は同令第3条第1項各号に掲げる  
研修の課程のうち介護職員基礎研修課程、1級課程若しくは2級  
課程を受講するよう通知していること  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり。   
○ 介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第3条第1項各号に   
掲げる研修の課程のうち3級課程を修了した者（同令附則第4条   
の規定により同令第3条第1項第2号に規定する介護員養成研修  

の課程（3級課程に限る。）を修了した者とみなされたものを含  
む。）であって、それぞれ当該各号に定める者から当該研修を修  

もののうち、平成21年3月31日  了した旨の証明書の交付を受けた   

時点において、指定夜間対応型訪問介護事業所に訪問介護員とし  
て雇用されており、かつ、平成21年4月1日以降も引き続き当該  
事業所に訪問介護員として雇用されている者  

3 れこついて、別lこ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているも  

のとして市町村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が日  
中においてオペレーションセンターサービス（指定地域密着型サ   
ービス基準第5条第1項1こ規定するオペレーションセンターサー   

ビスをいう」を行う場合は、24時間通報対応加算として、1   
月につき610単位を所定単位数に加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

イ 日中においてオペレーションセンターサービスを行うために必  

要な人員を確保していること。   

ロ 利用者からの通報を受け、緊急の対応が必要と認められる場合  

に連携する指定訪問介護事業所（指定居宅サービス等の事業の人  
員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号。以  
下「指定居宅サービス基準」という。）第5条第1項に規定する指  

定訪問介護事業所をいう。）に速やかに連絡する体制を確保し、必  
要に応じて指定訪問介護（指定居宅サービス基準第4条に規定す  

る指定訪問介護をいう。）が実施されること。  
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ハ 利用者の日中における居宅サービスの利用状況等を把握してい   

ること。  

二 利用者からの通報について、通報日時、通報内容、具体的対応   

の内容について記録を行っていること。  

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しく．は特定施   

設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共   

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密   
着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、夜間対   
応型訪問介護費は、算定しない。   

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施  

設入居者生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共  

同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密  
着型介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、夜間対  
応型訪問介護責は、算定しない。  

ハ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

村長に届け出た指定夜間対応型訪問介護事業所が、利用者に対し、  
指定夜間対応型訪問介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分  

に従い、（1）については1回につき、（2）については1月につき、次  

に掲げる所定単位数を加算する。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ） （1）明 12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  84単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 夜間対応型訪問介護責（Ⅰ）を算定していること。   

② 当該指定夜間対応型訪問介護事業所のすべての訪問介護員等  
に対し、訪問介護員等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従  

い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定し  

ていること。   

③ 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意  
事項の伝達又は当該指定夜間対応型訪問介護事業所における訪  

問介護員等の技術指導を目的とした会議を定期的に開催するこ  
と。   

④ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所のすべての訪問介護員等  
に対し、健康診断等を定期的に実施すること。   
⑤ 当該指定夜間対応型訪問介護事業所の訪問介護員等の総数の  
うち、介護福祉士の占める割合が100分の30以上又は介護福祉士  

及び介護職員基礎研修課程修了者の占める割合が100分の50以上  
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であること。   

⑥ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 夜間対応型訪問介護責（Ⅱ）を算定していること。   

② 1②から⑥までに該当するものであること。  

2 認知症対応型通所介護費   

イ 認知症対応型通所介護責（Ⅰ）   

（1）認知症対応型通所介護貴（i）  

十：所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 経過的要介護  

2 認知症対応型通所介護費   

イ 認知症対応型通所介護貴（Ⅰ）   

（1）認知症対応型通所介護費（i）  

（十 所要時間3時間以上4時間未満の場合  

旦 要介護1  

旦 要介護2  
旦 要介護3  

旦 要介護4  
旦 要介護5  

ニ所要時間4時間以上6時間未満の場合  

旦 要介護1  

旦 要介護2  
旦 要介護3  

旦 要介護4  
旦 要介護5  

息 所要時間6時間以上8時間未満の場合  

旦＿ 要介護1  

旦 要介護2  
旦 要介護3  

旦 要介護4  
旦 要介護5   

（2）認知症対応型通所介護費（ii）  

上）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

旦 要介護1  

b 要介護2  

493単位   

旦 要介護1   

旦 要介護2   

旦 要介護3   

旦 要介護4   

上 要介護5  

に：所要時間4時間以上6時間未満の場合   

a 経過的要介護  

526単位  

578単位  

630単位  

682単位  

735単位   

668単位   

526単位  

578単位  

630単位  

682単位  

735単位   

旦 要介護1   

旦 要介護2   

旦 要介護3   

旦 要介護4   

上 要介護5  

且所要時間6時間以上8時間未満の場合   

a 経過的要介護   

715単位   

789単位   

864単位   

938単位  

1，013単位  

901単位   

715単位   

789単位   

864単位   

938単位  

1，013単位   

旦 要介護1   

旦 要介護2   

旦 要介護3   

旦 要介護4   

⊥ 要介護5  
（2）認知症対応型通所介護責（ii）   

ト）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 経過的要介護   

967単位  

1．071単位  

1，175単位  

1，280単位  

1．384単位  

967単位  

1，071単位  

1，175単位  

1，280単位  

1，384単位  

448単位  

巨 要介護1  
c 要介護2  

477単位  

523単位  

477単位  

523単位   
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旦 要介護3   

旦 要介護4   

上 要介護5  

に）所要時間4時間以上6時間未満の場合   

a 経過的要介護  

570単位  

617単位  

663単位   

603単位   

且 要介護3  
旦 要介護4  

旦 要介護5   

（二）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

旦 要介護1  
旦 要介護2  

旦＿ 要介護3  

旦 要介護4  
旦 

＿  

旦 要介護1  
旦 要介護2  
旦 要介護・3  

旦 要介護4  
旦 要介護5  

ロ 認知症対応型通所介護費（Ⅱ）  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

570単位  

617単位  

663単位  

旦 要介護1   

旦 

＿  

旦 要介護3   

旦 要介護4   

⊥ 要介護5  

（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

a 経過的要介護  

645単位  

711単位  

778単位  

844単位  

911単位   

810単位  

645単位  

711単位  

778単位  

844単位  

911単位   

旦 要介護1  
旦 要介護2  

旦 要介護3  

旦 要介護4  
⊥ 要介護5  

ロ 認知症対応型通所介護費（Ⅱ）  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

（－）経過的要介護   

869単位   

962単位  

1，055単位  

1，148単位  

1，241単位  

869単位   

962単位  

1，055単位  

1，148単位  

1，241単位  

226単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

＝
一
…
丁
小
一
‥
三
J
エ
 
 

235単位  

243単位  

252単位  

260単位  

269単位   

323単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4   

出
旦
且
㈲
一
 
 

235単位  

243単位  

252単位  

260単位  

269単位  堕1要介護5  

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  
ト）経過的要介護  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

＝
㌻
‥
ハ
＝
ニ
二
二
 
 

335単位  

348単位  

360単位  

372単位  

384単位   

452単位  

469単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

■
 
二
三
“
主
三
－
 
 

335単位  

348単位  

360単位  

372単位  

384単位  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

十）経過的要介護   

に）要介護1  

3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

（－）要介護1  469単位   

254  
ー6－   

j▼、＿ ．  



486単位  

503単位  

520単位  

537単位  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

486単位  

503単位  

520単位  

537単位  

二
 
三
 
T
J
】
＝
－
1
、
 
 

旦 要介護2  

阻 要介護3  

軋 要介護4  
（六〕要介護5  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型適所介護事  
業所（指定地域密着型サービス基準第42条第1項に規定する単独  

型・併設型指定認知症対応型適所介護事業所をいう。以下同じ。）  

又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型サ  
ービス基準第45条第1項に規定する共用型指定認知症対応型通所  
介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定認知症対応型通  
所介護（指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知  

症対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施  
設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、  

現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護計画（指定地域  
密着型サービス基準第52条第1項に規定する認知症対応型通所介  

護計画をいう。）に位置付けられた内容の指定認知症対応型通所  

介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算  

定する。ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師  
をいう。以下同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大  
臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  

ころにより算定する。   

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所  
要時間2時間以上3時間未満の指定認知症対応型適所介護を行う  
場合は、注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ（1）（－）若しくは（2）（－）  

又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。   

3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上8  

時間未満の指定認知症対応型適所介護を行った場合又は所要時間  
6時間以上8時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った後に  
引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定認知  

症対応型適所介護の所要時間と当該指定認知症対応型通所介護の  
前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下  
この注において「算定対象時間」という。）が8時間以上となる  
ときは、算定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、  
9時間以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして   

市町村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事  
業所（指定地域密着型サービス基準第42条第1項に規定する単独  

型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）  
又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所（指定地域密着型サ  
ービス基準第45条第1項に規定する共用型指定認知症対応型通所  
介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定認知症対応型通  
所介護（指定地域密着型サービス基準第41条に規定する指定認知  
症対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施  
設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態区分に応じて、  

現に要した時間ではなく、認知症対応型通所介護計画（指定地域  
密着型サービス基準第52条第1項に規定する認知症対応型通所介  
護計画をいう。）に位置付けられた内容の指定認知症対応型通所  

介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算  
定する。ただし、利用者の数又は看護職員（看護師又は准看護師  
をいう。以下同じ。）若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大  
臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  

ころにより算定する。   

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所  
要時間2時間以上3時間未満の指定認知症対応型通所介護を行う  
場合は、注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ（1）（－）若しくはこ2）（－）  

又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。   
3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上8  

時間未満の指定認知症対応型適所介護を行った場合又は所要時間  
6時間以上8時間未満の指定認知症対応型通所介護を行った後に  
引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定認知  
症対応型通所介護の所要時間と当該指定認知症対応型適所介護の  

前後に行った日常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下  
この注において「算定対象時間」という。）が8時間以上となる  

ときは、算定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、  
9時間以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。  
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4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町   
村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1日に   

つき50単位を所定単位数に加算する。  

5 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分以上、専ら   

機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語   

聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師（以   

下「理学療法士等」という。）を1名以上配置しているものとし   
て市町村長に届け出た指定認知症対応型通所介護の利用者に対し   

て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の   
職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、   
当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算す   
る  

4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町   
村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1日に   

つき50単位を所定単位数に加算する。  

5 指定認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分以上、専ら   

機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語   

聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師（以   

下「理学療法士等」という。）を1名以上配置しているものとし   
て市町村長に届け出た指定認知症対応型適所介護の利用者に対し   

て、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の   
職種の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、   
当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算す   
る。  

6 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  
村長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型適所介護事業所  
又は共用型指定認知症対応型通所介護事業所において、若年性認  

知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第2条第  

6号に規定する初老期における認知症によって法第7条第3項に  
規定する要介護者となった者をいう。以下同じ。）に対して、指  
定認知症対応型通所介護を行った場合には、若年性認知症利用者  

受入加算として、1日につき60単位を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

旦 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長   
に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用   

者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個   

別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の   
心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この   
注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、葦   

養マネジメント加算として、3月以内の期間に限り1月に2回を  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長   
に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用   

者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個   

別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者の   
心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この   

注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、墨   

養改善加算として、3月以内の期間に限り1月に2回を限度とし   

て1回につき150単位を所定単位数に加算する。ただし、栄養改善  限度として1回につき100単位を所定単位数に加算する。ただし、  

栄養改善サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価  サービスの開始から3月ごとの利用者の栄養状態の評価の結果、  
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の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行   

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定する  
ことができる。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  
職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・疇下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  

画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  

と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設  

型指定認知症対応型適所介護事業所又は共用型指定認知症対応  
型通所介護事業所であること。  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に   

届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利   
用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的   

に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機能に関   

する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持   
又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算と   
して、3月以内の期間に限り1月に2回を限度として1回につき10  

低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行うことが   

必要と認められる利用者については、引き続き算定することがで   
きる。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

口 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  
職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・疇下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  

と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設  

型指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応  
型通所介護事業所であること。  

旦 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に   
届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利   
用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的   
に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機能に関   

する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持   
又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、口腔機能向上加算と   
して、3月以内の期間に限り1月に2回を限度として1回につき15  

旦皇位を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの  

開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向  

上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認めら  

れる利用者については、引き続き算定することができる。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置している   

こと。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛   

生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同   

して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成しているこ   

と。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯  

旦里堕を所定単位数に加算する。ただし、口腔機能向上サービスの  

開始から3月ごとの利用者の口腔機能の評価の結果、口腔機能が向  
上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認めら  

れる利用者については、引き続き算定することができる。  
イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置している   
こと。  

口 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛   

生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同   

して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成しているこ   

と。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯   
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科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  

もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  
二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型  
指定認知症対応型適所介護事業所又は共用型指定認知症対応型適  

所介護事業所であること。   

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者  

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、  

地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福  
祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型適所介護費  

は、算定しない。  
ハ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村  

科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとと  

もに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。   
二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に  
評価すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併設型   

指定認知症対応型通所介護事業所又は共用型指定認知症対応型通  
所介護事業所であること。  

邑 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者   

生活介護又は小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護、   

地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福   

祉施設入所者生活介護を受けている間は、認知症対応型通所介護責   

は、算定しない。  

長に届け出た単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は  
共用型指定認知症対応型通所介護事業所が、利用者に対し、指定認  

知症対応型通所介護を行った場合は、当該基準に掲げる  区分に従い  

1回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げる  

いずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他  

の加算は算定しない。  

川凋 12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① 当該単独型・併設型指定認知症対応型適所介護事業所又は共  
用型指定認知症対応型通所介護事業所の介護職員の総数のうち、  

介護福祉士の占める割合が100分の40以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該単独型・併設型指定認知症対応型通所介護事業所又は共  
用型指定認知症対応型適所介護事業所の指定認知症対応型通所  

介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数3年  
以上の者の占める割合が100分の30以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
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3 小規模多機能型居宅介護責   

イ 小規模多機能型居宅介護責（1月につき）  
3 小規模多機能型居宅介護責   
イ 小規模多機能型居宅介護責（1月につき）   

（1）経過的要介護  4，469単位  

11，430単位  

16，325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28，120単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

11，430単位  

16，325単位  

23，286単位  

25，597単位  

28．120単位  

川
一
逆
進
姓
赴
注
 
 

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

‥
∵
‥
‥
こ
‥
‥
注
 
 

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ   
ス基準第63条第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要   

介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ   

所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数   

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生   

労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 指定小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通いサービス  

1 指定小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サービ   
ス基準第63条第1項に規定する指定小規模多機能型居宅介護事   
業所をいう。以下同じ。）に登録した者について、登録者の要   

介護状態区分に応じて、登録している期間1月につきそれぞれ   

所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数   

が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生   

労働大臣が定めるところにより算定する。  

（指定地域密着型サービス基準第63条第1項に規定する通いサ  

ービスをいう。）、訪問サービス（指定地域密着型サービス基準  

第63条第1項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊サー  
ビス（指定地域密着型サービス基準第63条第5項に規定する宿  
泊サービスをいう。）の算定月における提供回数について、利  

用者（指定地域密着型サービス基準第63条第1項に規定する利  
用者をいう。ホにおいて同じ。）1人当たり平均回数が、週4  
回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相当する単位数   

を算定する。  

旦 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入   

居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定   

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所   

者生活介護を受けている問は、小規模多機能型居宅介護費は、   
算定しない。  

生 利用者が－の指定小規模多機能型居宅介護事業所において、   
指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6   

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）   

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  

乙 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入   

居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定   

施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所   
者生活介護を受けている間は、小規模多機能型居宅介護費は、   

算定しない。  

旦 利用者が－の指定小規模多機能型居宅介護事業所において、   

指定小規模多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第6   

2条に規定する指定小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）   

を受けている間は、当該指定小規模多機能型居宅介護事業所以  

259   
－11－  



外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護責は、算定  

しない。  

口 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3  
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位  

数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小  

規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  
ハ 認知症加算  
（1）認知症加算（Ⅰ）  800単位  

外の指定小規模多機能型居宅介護事業所が指定小規模多機能型  
居宅介護を行った場合に、小規模多機能型居宅介護費は、算定  

しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して3  
0日以内の期間については、初期加算として、1日につき所定単位  
数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院後に指定小  
規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、同様とする。  

（2）認知症加算（Ⅱ）  500単位  

注 別lこ厚生労働大臣が定める利用者に対して指定小規模多機能   

型居宅介護を行った場合は、1月につきそれぞれ所定単位数を   
加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は以下のとおり。  
1 認知症加算（Ⅰ）  

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認め  
られることから介護を必要とする認知症の利用者   

2 認知症加算（Ⅱ）  

要介護状態区分が要介護2である利用者であって、周囲の者に  
よる日常生活に対する注意を必要とする認知症の利用者  

二 看護職員配置加算  
（1）看護職員配置加算（Ⅰ）  900単位  

（2）看護職員配置加算（Ⅱ）  700単位  

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合するものとして市町村   

長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に   
対し、指定小規模多機能型居宅介護を行う場合は、当該基準に  

掲げる区分に従い、1月につきそれぞれ所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、看護職員配置加算（Ⅰ）を算定し  
ている場合は、看護職員配置加算（Ⅱ）は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 看護職員配置加算（Ⅰ）  
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イ 専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能   
型居宅介護従業者（指定地域密着型サービス基準第63条第1項  
に規定する小規模多機能型居宅介護従業者をいう。以下同じ。）   

の職務に従事する常勤の看護師を1名以上配置していること。   

ロ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
2 看護職員配置加算（Ⅱ）   

イ 専ら当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の小規模多機能   

型居宅介護従業者の職務に従事する常勤の准看護師を1名以上  
配置していること。   

ロ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

ホ 事業開始時支援加算  

こ1」 事業開始時支援加算（り  

こ2： 事業開始時支援加算（Ⅱ）  

500単位  

300単位  

注1（1）については、事業開始後1年未満の指定小規模多機能型  

居宅介護事業所であって、算定月までの問、利用者の数が登  

録定員（指定地域密着型サービス基準第66条に規定する登録  

定員をいう。以下同じ。）の100分の80に満たない指定小規模  
多機能型居宅介護事業所について、平成24年3月31日までの   

間、1月につき所定単位数を加算する。  
2（2）については、事業開始後1年以上2年未満の指定小規模  

多機能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、利用者  

の数が登録定員の100分の80に満たない指定小規模多機能型居  
宅介護事業所について、平成24年3月31日までの間、1月に  

？き所定単位数を加算する。  

へ∴竺＝ヒス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に  
対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に  

掲げる区分に従い、1月につき次に掲げる所定単位数を加算する。  

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において  

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。  
川サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

甘 サービス提供休制強化加算（Ⅱ）  

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

500単位  

350単位  

350単位  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① すべての小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域密着型サ  
ービス基準第63条第1項に規定する小規模多機能型居宅介護従  
業者をいう。以下同じ。）に対し、個別の研修計画を作成し、  

研修（外部における研修を含む。）を実施又は実施を予定して  
いること。  

② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は小規模多機能型居  
宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催して  
いること。   

③ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の介護職員の総数の  
うち、介護福祉士の占める割合が100分の40以上であること。  

④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

（D すべての小規模多機能型居宅介護従業者に対し、個別の研修  
計画を作成し、研修（外部における研修を含む。）を実施又は  
実施を予定していること。   

② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は小規模多機能型居  
宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催して  
いること。  

③ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の看護・介護職員の  
総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の60以上であること。   

④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

（彰 すべての小規模多機能型居宅介護従業者に対し、個別の研修  
計画を作成し、研修（外部における研修を含む。）を実施又は  
実施を予定していること。   

② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は小規模多機能型居  
宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催して  
いること。   

③ 当該指定小規模多機能型居宅介護事業所の指定小規模多機能  
型居宅介護を利用者に直接提供する小規模多機能型居宅介護従  
業者の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分  
の30以上であること。  
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④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

4 認知症対応型共同生活介護費   

イ 認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   

（1）要介護1   

（2）要介護2   

（3）要介護3   

：4）要介護4   

（5）要介護5   

口 短期利用共同生活介護費（1日につき）   

（1）要介護1   

（2）要介護2   

（3）要介護3   

（4）要介護4   

（5）要介護5  

4 認知症対応型共同生活介護費   

イ 認知症対応型共同生活介護費（1日につき）   

（1）要介護1   

（2）要介護2   

（3）要介護3   

（4）要介護4   

（5）要介護5   

ロ 短期利用共同生活介護責（1日につき）   

（1）要介護1   

（2）要介護2   

（3）要介護3   

（4）要介護4   

（5）要介護5  

831単位  

848単位  

865単位  

882単位  

900単位  

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

831単位  

848単位  

865単位  

882単位  

900単位   

861単位  

878単位  

895単位  

912単位  

930単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生  

労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た  
すものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護  

事業所（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指  
定認知症対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）におい  
て、指定認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基  

準第89条に規定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下  
同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利  

用者の要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。  
ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな  
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。  

なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める  
基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより  

算定する。   

2 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定認知症対応  

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労   

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たすも   
のとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所   
（指定地域密着型サービス基準第90条第1項に規定する指定認知症   
対応型共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定認   

知症対応型共同生活介護（指定地域密着型サービス基準第89条に規   

定する指定認知症対応型共同生活介護をいう。以下同じ。）を行っ   

た場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要介護状態   

区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤   

を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位   

数の100分の97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は   

従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   
別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

型共同生活介護事業所であって、指定地域密着型サービス基準第  
90条第1項に規定する夜間及び深夜の勤務を行わせるために必要  

な数に1を㈱（指定地域密着型サー  
ビス基準第90条第1項に規定する介護従業者をいう。）を配置し  
ているものとして市町村長に届け出た指定認知症対応型共同生活  
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介護事業所においては、夜間ケア加算として、1日につき25単位   
を所定単位数に加算する。  

3 ロについて、医師が、認知症（介護保険法第8条第16項に規定  
する認知症をいう。以下同じ。）の行動・心理症状が認められる  

ため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定認知症対応型共同  

生活介護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定  
認知症対応型共同生活介護を行った場合は、入居を開始した日か  

ら起算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単位数に   

加算する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、  

若年性認知症利用者に対して、指定認知症対応型共同生活介護を  
行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として、1日につ  

き120単位を所定単位数に加算する。ただし、注3を算定している  

場合は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

5 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者  

については、看取り介護加算として、死亡日以前30日を上限と  
して1日につき80単位を死亡月に加算する。ただし、退居した日  

の翌日から死亡日までの間は算定しない。また、この場合におい  

て、医療連携体制加算を算定していない場合は、算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者の内容は以下の   

とおり。   

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込み  
がないと診断した者。   

ロ 利用者又はその家族等の同意を得て、利用者の介護に係る計画  

が作成されていること。   

ハ 医師、看護師、介護職員等が共同して、利用者の状態又は家族  
の求め等に応じ随時説明を行い、同意を得て介護が行われている  

こと。  
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ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

二 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  

に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定  

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  

して、1日につき所定単位数を加算する。  
ホ 退居時相談援助加算  400単位  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間について  

は、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

二 医療連携体制加算  39単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  
に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所において、指定  

認知症対応型共同生活介護を行った場合は、医療連携体制加算と  
して、1日につき所定単位数を加算する。  

注 利用期間が1月を超える利用者が退居し、その居宅において居   
宅サービス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当   

該利用者の退居時に当該利用者及びその家族等に対して退居後の  
居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又  
は福祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該利用者の同  

意を得て、退居の日から2週間以内に当該利用者の退居後の居宅  
地を管轄する市町村（特別区を含む。）及び老人介護支援センタ  
－（老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の7の2に規定  
する老人介護支援センターをいう。以下同じ。）又は地域包括支  

援センター（法第115条の39第1項に規定する地域包括支援セ  
ンターをいう。）に対して、当該利用者の介護状況を示す文書を  

添えて当該利用者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに  
必要な情報を提供した場合に、利用者1人につき1回を限度とし  
て算定する。  

へ 認知症専門ケア加算  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、別に厚  
生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合に  

は、当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単  
位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して  

いる場合においては、次lこ掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）認知症専門ケア加算（Ⅰ）  3単位  

（2：認知症専門ケア加算（Ⅱ）  4単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

265   
一17一  



1 認知症専門ケア加算（Ⅰ）   

イ 当該事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を  

きたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介   

護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の占め  
る割合が2分の1以上であること。   

ロ 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者   
の数が20人未満である場合にあっては、1以上、当該対象者の   
数が20人以上である場合にあっては、1に、当該対象者の数が1   

9を超えて10又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上配   

置し、チームとして専門的な認知症ケア実施していること。   
ハ 当該事業所において、認知症ケアに関する留意事項の伝達又  

は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。  

2 認知症専門ケア加算（Ⅱ）   

イ 1の基準のいずれにも適合すること。   

ロ 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を1  
の基準に加え1名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導  
等を実施していること。   

ハ 当該事業所における介護職員、看護職員毎の認知症ケアに関  

する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施  

を予定していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり。  

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認めら   

れることから介護を必要とする認知症の利用者  

ト サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  
村長に届け出た指定認知症対応型共同生活介護事業所が、利用者  
に対し、指定認知症対応型共同生活介護を行った場合は、当該基  

準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数を加算  
する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に  

おいては、郷走しない。  （1）凋 12単位  
（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  
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（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の介護職員の総数  
のうち、介護福祉士の占める割合が100分の50以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

（D 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の看護・介護職員  

の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の75以上であるこ  

と。  

② 別の告示で定める利用定員■人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

（手 当該指定認知症対応型共同生活介護事業所の指定認知症対応  

型共同生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤  
続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。  
② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

5 地域密着型特定施設入居者生活介護責   

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護責（1日につき）   

（1）要介護1  549単位  

5 地域密着型特定施設入居者生活介護責   

イ 地域密着型特定施設入居者生活介護責（1日につき）   

（1）要介護1  571単位  

（2）要介護2  616単位  （2）要介護2  641単位  

（3）要介護3  683単位  （3）要介護3  711単位  

（4）要介護4  780単位  （4）要介護4  750単位  

（5）要介護5  818単位  （5）要介護5  851単位  

注1 指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109  
条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）  

において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規  

定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同  
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介  
護の提供を受ける入居者（以下「手り用者」という。）の要介護  

状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、   

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準  
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算  
定する。  

注1 指定地域密着型特定施設（指定地域密着型サービス基準第109  
条第1項に規定する指定地域密着型特定施設をいう。以下同じ。）  

において、指定地域密着型特定施設入居者生活介護（同項に規  

定する指定地域密着型特定施設入居者生活介護をいう。以下同  
じ。）を行った場合に、指定地域密着型特定施設入居者生活介  
護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要介護  
状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  
看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準  
に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算  
定する。   
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2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、   
利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、   

計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と   
して、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  3働録してい   
る場合において、瑚（指   
定地域密着型サービス基準第127条第1項に規定する協力医療機  

2 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   

密着型特定施設において、利用者に対して、機能訓練指導員、   

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

．利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、   

計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算と   
して、1日につき12単位を加算する。   

関をいう」又は当該利用者の主治医に対して、当該利用者の  

健康の状況について月に1回以上情報を提供した場合には、医  
療機関連携加算として、1月につき80単位を所定単位数に加算  

互旦 

ロ 夜間看護体制加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  

に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  

つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   

イ 地域密着型介護福祉施設サービス費   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）（1日につき）  

口 夜間看護体制加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長  

に届け出た指定地域密着型特定施設において、利用者に対して、  

指定地域密着型特定施設入居者生活介護を行った場合に、1日に  

つき所定単位数を加算する。  

6 地域密着型介護福祉施設サービス   

イ 地域密着型介護福祉施設サービス責   

（1）地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）（1日につき）  

589単位  

660単位  

730単位  

卜）要介護1  

に）要介護2  

（三）要介護3  

577単位  （－）要介護1  

⊂）㈲ 648単位  

仁）㈲ 718単位 718単位  

（四）要介護4  789単位  （四）要介護4  801単位  

（五）要介護5  871単位  （五）要介護5  859単位  

（2）地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）（1日につき）  

（一）要介護1  651単位  

（2）地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）（1日につき）  

（－）要介護1  639単位  

に）要介護2  722単位  に）要介護2  710単位  

（三）要介護3  792単位  （三）要介護3  780単位   

（四）要介護4  863単位  （四）㈲ 851単位   

伍）㈲ 921単位  

ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス貴  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス貴（Ⅰ）（1日につ  

（五）要介護5  933単位  

ロ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス責  

（1）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）（1日につ  
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き）  

（－）要介護1  669単位  

き）   

ノ   
／－＼   

t－ノ  

要介護1  657単位  

ニ 要介護2  740単位  要介護2  728単位  

エ 要介護3  810単位  三）要介護3  798単位  

㈲ 要介護4  881単位  （四〕要介護4  869単位   

：五二要介護5  941単位  且㈲ 929単位  

2二ユ＝ツト型地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）（1日につ   

き）   

上要介護1  657単位  

（2）ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）（1日につ   

き）  

十）要介護1  669単位  

要介護2  740単位  ニ 要介護2  728単位  

エ 要介護3  810単位  （∑要介護3  798単位  

㈲ 要介護4  881単位  ㈲要介護4  869単位  

芯 要介護5  941単位  伍： 要介護5  929単位  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス費  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日につき）   

上経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  753単位  

ハ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス責  

（1）経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日につき）  

十：経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  741単位  

b 要介護2  820単位  b 要介護2  808単位  

c 要介護3  888単位  c 要介護3  876単位  

d 要介護4  955単位  d 要介護4  943単位  

e 要介護5  1，022単位  e 要介護5  1，010単位  

ニ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）   

a 要介護1  815単位  

亡）経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）   

a 要介護1  803単位  

b 要介護2  882単位  b 要介護2  870単位  

c 要介護3  950単位  c 要介護3  938単位  

d 要介護4  1，017単位  d 要介護4  1，005単位  e㈲ 1，084単位  
：2二旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

十 旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  753単位  

e㈲ 1，072単位   1，072単位  
（2）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日   

につき）  

ニー）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  741単位  

b 要介護2又は要介護3  857単位   b 要介護2又は要介護3  845単位   c㈲ 988単位  
二 旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）   

a 要介護1  815単位  

c㈲ 976単位  
に）旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  803単位  
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b 要介護2又は要介護3  919単位  b 要介護2又は要介護3  907単位  c㈲ 1，050単位   
ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（1日に   
つき）  

（－）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  

c㈲ 1，038単位   
ユニット型指定介護老人福祉施設における経過的地域密着型介護  
福祉施設サービス  

（1）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（1日に   
つき）  

（－）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  808単位  

b 要介護2  887単位  b 要介護2  875単位  

c 要介護3  955単位  c 要介護3  943単位  

d 要介護4  1，010単位  d 要介護4  1，022単位  

e 要介護5  1．089単位  e 要介護5  1，077単位  

（コ ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）   

a 要介護1  820単位  

（二）ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）   

a 要介護1  808単位  

b 要介護2  887単位  b 要介護2  875単位  

c 要介護3  955単位  c 要介護3  943単位  

d 要介護4  1，022単位  d 要介護4  1，010単位  e㈲ 1，089単位  
（2）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス責（1日につき）  

（－）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  

ビス責（Ⅰ）  

a 要介護1  820単位  

e㈲ 1，077単位  
（2）ユニット型l日措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービ   

ス責（1日につき）  

（－）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー  

ビス責（Ⅰ）  

a 要介護1  808単位  

b 要介護2又は要介護3  924単位   b 要介護2又は要介護3  912単位   c㈲ 1．055単位  
（二）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー   

ビス責（Ⅱ）   

a 要介護1  820単位  

c㈲ 1，043単位  
に）ユニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サー   

ビス費（Ⅱ）   

a 要介護1  808単位  

b 要介護2又は要介護3  924単位  b 要介護2又は要介護3  912単位  

c 要介護4又は要介護5  1，055単位  

注1 イ、口、ハ（1）及び二（1）については、別に厚生労働大臣が定め  

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を  

行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長  
に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型  
サービス基準第130条第1項に規定する地域密着型介護老人福祉   

c㈲ 1，043単位  
注1 イ、ロ、ハ（1）及びニ（1）については、別に厚生労働大臣が定め  

る施設基準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を  

行う職員の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長  
に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設（指定地域密着型  
サービス基準第130条第1項に規定する地域密着型介護老人福祉  
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施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   

老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   

施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   

要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   

だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   

なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   

門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 ハ（2）及び二（2：については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   
た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   
ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   

準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   

分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   
めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさ   

ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   

数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   

束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から   
減算する。  

施設をいう。以下同じ。）において、指定地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護（同項に規定する指定地域密着型介護   
老人福祉施設入所者生活介護をいう。以下同じ。）（介護保険法   

施行法（平成9年法律第124号）第13条第1項に規定する旧措置   

入所者（以下「旧措置入所者」という。）に対して行われるも   

のを除く。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び   

別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入所者の   

要介護状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た   

だし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさな   
い場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。   

なお、入所者の数又は介護職員、看護職員若しくは介護支援専   

門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、   

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 ハ（2）及び二（2）については、別に厚生労働大臣が定める施設基   

準に適合し、かつ、別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たすものとして市町村長に届け出   
た指定地域密着型介護老人福祉施設において、指定地域密着型   

介護福祉施設入所者生活介護（旧措置入所者に対して行われる   

ものに限る。）を行った場合に、別に厚生労働大臣が定める基   

準に掲げる区分に従い、入所者の介護の必要の程度に応じて、   

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員   

の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100   

分の97に相当する単位数を算定する。なお、入所者の数又は介   

護職員、看護職員若しくは介護支援専門員の員数が別に厚生労   
働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   
めるところにより算定する。  

3 ロ及びこについて、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさ   
ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位   

数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘   

束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数から   
減算する。  

5場合しているものとし   
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい   
ては、重度化対応加算として、1日につき†0単位を所定単位数  
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に加算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
ては、日常生活継続支援加算として、1日につき22単位を所定  

単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

イ 入所者の総数のうち、要介護状態区分が要介護4若しくは要介  
護5の者の占める割合が100分の65以上又は日常生活に支障をきた  

すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必  
要とする認知症（法第8条第16項に規定する認知症をいう。）の  
入所者の占める割合が100分の60以上であること。   

ロ 介護福祉士を常勤換算方法で、入所者の数が6又はその端数を  
増すごとに1名以上配置していること。  

6 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  
ては、当該施設基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げ  

る単位数を所定単位数に加算する。  

（1）看護体制加算（Ⅰ）イ  12単位  

（2）看護体制加算（Ⅰ）ロ  4単位  

（3）看護体制加算（Ⅱ）イ  23単位  

（4）看護体制加算（Ⅱ）ロ  8単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。  

1 看護休制加算（Ⅰ）イ  

イ 地域密着型介護福祉施設サービス費又はユニット型地域密着  
型介護福祉施設サービス責を算定していること。  

口 常勤の看護師を1名以上配置していること。   

2 看護体制加算（Ⅰ）ロ  
イ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス責又はユニット型経  
過的地域密着型介護福祉施設サービス責苦しくはユニット型旧  

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責を算定し  
ていること。   

占 常勤の看護師を1名以上配置していること。  
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3 看護体制加算（Ⅱ）イ   

イ 地域密着型介護福祉施設サービス責又はユニット型地域密着  

型介護福祉施設サービス責を算定していること。   

ロ 看護職員を常勤換算方法で2名以上配置していること。   
ハ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の看護職員により、又  

は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護職員との  
連携により、24時間の連絡体制を確保していること。  

4 看護体制加算（Ⅱ）ロ   

イ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス貴又はユニット型経   
過的地域密着型介護福祉施設サービス責若しくはユニット型旧  

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責を算定し  
ていること。   

ロ 看護職員を常勤換算方法で2名以上配置していること。   
ハ 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の看護職員により、又  

は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護職員との  

連携により、24時間の連絡体制を確保していること。  

7 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につい  

ては、当該施設基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げ  
る単位数を所定単位数に加算する。  

（1）夜勤職員配置加算（Ⅰ）イ  41単位  

：2）夜勤職員配置加算（Ⅰ）口  13単位  

（3）夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ  46単位  

（4〉 夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ  18単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。  

1 夜勤職員配置加算（Ⅰ）イ  

イ 地域密着型介護福祉施設サービス責を算定していること。  
口 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す  

る基準に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に常勤  
換算方法で1を加えた数以上の数の介護職員又は看護職員を配  
置していること。   

2 夜勤職員配置加算（Ⅰ）ロ  
イ 経過的地域密着型介護福祉施設サービス責を算定しているこ  
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と。   

ロ 1ロに該当するものであること。  

3 夜勤職員配置加算（Ⅱ）イ   

イ ユニット型地域密着型介護福祉施設サービス費を算定してい  

ること。   

ロ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関す   

る基準に規定する夜勤を行う介護職員又は看護職員の数に常勤   

換算方法で1を加えた数以上の数の介護職員又は看護職員を配  
置していること。  

4 夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ   

イ ユニット型経過的地域密着型介護福祉施設サービス責又はユ   

ニット型旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス  

責を算定していること。   

ロ 3ロに該当するものであること。  

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   

合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   
老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   

つき5単位を所定単位数に加算する。  
旦 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   

密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   
指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能   

訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  
10㈱合しているものとして市   
町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、  

旦 イ及びハについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適   

合しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介護   
老人福祉施設については、準ユニットケア加算として、1日に   

つき5単位を所定単位数に加算する。  

1専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を  
1名以上配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域   
密着型介護老人福祉施設において、入所者に対して、機能訓練   

指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が   
共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画   
に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個別機能   

訓練加算として、1日につき12単位を所定単位数に加算する。  

（平成10年政令第412号）  若年性認知症入所者（介護保険法施行令   

第2条第6号に規定する初老期における認知症によって法第7  
条第3項に規定する要介護者となった入所者をいう。）に対し  
て指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場  
合には、若年性認知症入所者受入加算として、1日  

位を所定単位数に加算する。  

につき120単  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   受け入れた若年性認知症入所者ごとに個別の担当者を定めている   
こと。  

邑 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する   
常勤の医師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   
出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、1日につき2  

u 専ら当該指定地域密着型介護老人福祉施設の職務に従事する   
常勤の医師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   
出た指定地域密着型介護老人福祉施設については、1日につき2   

旦皇位を所定単位数に加算する。   

認知症（法第8条第16項に規定する認知症をいう。以下同じ。）   

巨室≒旦を所定単位数に加算する。  

週 認知症である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定   
地域密着型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師   
による定期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、   

1日につき5単位を所定単位数に加算する。   

週 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   

は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   
等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   

に関し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   
援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   
配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、   
1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

」j 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   
対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えて1日につき246単位を算定する。ただし、   

である入所者が全入所者の3分の1以上を占める指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定   

期的な療養指導が月に2回以上行われている場合は、1日につ   
き5単位を所定単位数に加算する。  
ユ旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する視覚、聴覚若しく   

は言語機能に障害のある者又は知的障害者（以下「視覚障害者   
等」という。）である入所者の数が15以上である指定地域密着   
型介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援   

に閲し専門性を有する者として別に厚生労働大臣が定める者（以   

下「障害者生活支援員」という。）であって専ら障害者生活支   
援員としての職務に従事する常勤の職員であるものを1名以上   

配置しているものとして市町村長に届け出た指定地域密着型介   

護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算として、  

1日につき26単位を所定単位数に加算する。  

u 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に   
対して居宅における外泊を認めた場合は、1月に6日を限度と   
して所定単位数に代えて1日につき320単位を算定する。ただし、   

入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
堤 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   

（以下「従来型個室」という。）に入所している者であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   
に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、経過的地域   

密着型介護福祉施設サービス責又は旧措置入所者経過的地域密   

着型介護福祉施設サービス費を支給する場合は、当分の間、そ   

れぞれ、経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）又は旧   

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）を算  

入院又は外泊の初日及び最終日は、算定できない。  
ユ長 平成17年9月30日においてユニットに属する個室以外の個室   

（以下「従来型個室」という。）に入所している看であって、   

平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入所するもの（別   
に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して、経過的地域   

密着型介護福祉施設サービス責又は旧措置入所者経過的地域密   

着型介護福祉施設サービス責を支給する場合は、当分の問、そ   

れぞれ、経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）又は旧   

措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）を算   
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定する。   

延 次のいずれかに該当する者に対して、地域密着型介護福祉施  

設サービス責、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費又は  

旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責を支給  

する場合は、それぞれ、地域密着型介護福祉施設サービス責  
（Ⅱ）、経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は旧措  

置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定  

する。  

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師  

が判断した看であって、従来型個室への入所期間が30日以内  
であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  

所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  
入所が必要であると医師が判断した者  

ホ 初期加算  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  

として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定地域密着型介護老人福祉施設に再び入  

所した場合も、同様とする。  
へ 退所時等相談援助加算  

定する。   

週 次のいずれかに該当する者に対して、地域密着型介護福祉施  

設サービス費、経過的地域密着型介護福祉施設サービス貴又は  

旧措置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス費を支給  

する場合は、それぞれ、地域密着型介護福祉施設サービス費  
（Ⅱ）、経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）又は旧措  

置入所者経過的地域密着型介護福祉施設サービス責（Ⅱ）を算定  

する。  

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師  

が判断した看であって、従来型個室への入所期間が30日以内  
であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に入  

所する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室への  
入所が必要であると医師が判断した者  

ホ 初期加算  30単位   

注 入所した日から起算して30日以内の期間については、初期加算  

として、1日につき所定単位数を加算する。30日を超える病院又  
は診療所への入院後に指定地域密着型介護老人福祉施設に再び入  
所した場合も、同様とする。  

へ 退所時等相談援助加算  
460単位  

400単位  

500単位  

（1）退所前後訪問相談援助加算  

（2）退所時相談援助加算  

（3）退所前連携加算  

460単位  

400単位  

500単位  

（1）退所前後訪問相談援助加算  

（2）退所時相談援助加算  

（3）退所前連携加算  

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  

の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機   
能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  

退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  
医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合  

に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると  

認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入  
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所   

者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1   

注1（1）については、入所期間が1月を超えると見込まれる入所者  
の退所に先立って介護支援専門員、生活相談員、看護職員、機  
能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入所者が  

退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対  
して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健  
医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行った場合  

に、入所中1回（入所後早期に退所前相談援助の必要があると  

認められる入所者にあっては、2回）を限度として算定し、入  
所者の退所後30日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所  
者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後1  
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回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病  
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する  
場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等  

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定  
する。  

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ  

の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す  
る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家  
族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその  
他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行  

い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から2週間以内  

に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含  
む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20  
条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該入  

所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サー  
ビス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、  

入所者1人につき1回を限度として算定する。  
入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入  
所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉  

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該  

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。  
3こ3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ  
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す  
る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利  

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定  
する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、  

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を  

添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス  

に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と  

連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用  
に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と  

して算定する。  

し 栄養管理体制加算  

（1）管理栄養士配置加算  12単位  

回を限度として算定する。  

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病   
院、診療所及び介護保険施設を除く。以下同じ。）に入所する   

場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施設等   

を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定   
する。  

2（2）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   

の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   
る場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及びその家   
族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその   
他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行   

い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から2週間以内   

に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含   
む。以下同じ。）及び老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20   

条の7の2に規定する老人介護支援センターに対して、当該入   

所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サー   
ビス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、   

入所者1人につき1回を限度として算定する。  
入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入   

所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉   

施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該   

入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。  
3（3）については、入所期間が1月を超える入所者が退所し、そ   
の居宅において居宅サービス又は地域密着型サービスを利用す   
る場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所者が利   

用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項に規定   
する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）に対して、   

当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況を示す文書を   

添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービス   

に必要な情報を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と   

連携して退所後の居宅サービス又は地域密着型サービスの利用   
に関する調整を行った場合に、入所者1人につき1回を限度と   

して算定する。  
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（2）潮 10単位  
注1（1）については、次に掲げるいずれの基準にも適合するものと   

して市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設につ   

いて、‘1日につき所定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設であるこL  

2（2）については、次に掲げるいずれの基準にも適合するものとし  
て市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設について、  

1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  

管理栄養士配置加算を算定している場合は、算定しない。  

イ＋栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設であるこL  

至 栄養マネジメント加算  ユ呈単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  
け出た指定地域密着型介護老人福祉施設について、1日につき所  
定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、  

看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者  

ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を  
作成していること。  

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  
もに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。  
二 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設であること。  

旦 経口移行加算  28単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄  

養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、  
現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口移行計画  
を作成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を  

上 栄養マネジメント加算  ユ旦里堕   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  

け出た指定地域密着型介護老人福祉施設について、1日につき所  
定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士⊥  

歯科医師、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同し  

て、入所者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。  

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  

もに、入所者の栄養状態を定期的に記録していること。  
二 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設であること。  

王 経口移行加算  28単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医  

堕、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が  
共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経  
口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医  
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受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取を進め   
るための栄養管理を行ったときは、当該計画が作成された日か   

ら起算して180日以内の期間に限り、1日につき所定単位数を加   

算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口によ   
る食事の摂取を進めるための栄養管理が当該計画が作成された   

日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であっても、   

経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示に   
基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管   
理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で   
きるものとする。  

師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の   
摂取を進めるための栄養管理を行ったときは、当該計画が作成   

された日から起算して180日以内の期間に限り、1日につき所定   

単位数を加算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口によ   
る食事の摂取を進めるための栄養管理が当該計画が作成された   

日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であっても、   

経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医師の指示に   
基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管   
理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定で   
きるものとする。  

旦 経口維持加算  
（1）経口維持加算（Ⅰ）  

（2）経口維持加算（Ⅱ）  

旦 経口維持加算  

：1： 経口維持加算（Ⅰ）  

（2：経口維持加算（Ⅱ）  

28単位  

5単位  

28単位  

5単位  
注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄  

養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、  
摂食機能障害を有し、誤礁が認められる入所者ごとに入所者の  

摂食・膝下機能に配慮した経口維持計画を作成している場合で  
あって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄養士又は  

栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別  
な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、当該計画が  

作成された日から起算して180日以内の期間に限り、1日につき  

それぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  
経口移行加算を算定している場合は、算定しない。また、経口  

維持加算・を算定している場合は、経口維持加算（Ⅰ）は、算定  

しない。  

イ 経口維持加算（Ⅰ）経口により食事を摂取する看であって、  

著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査により誤  
瞭が認められるものを対象としていること。  

口 軽口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する者であって、  

摂食機能障害を有し誤疇が認められるものを対象としている  
こと。   

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口によ  
る食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成され  

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介  
護老人福祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医   

匝、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が  
共同して、摂食機能障害を有し、誤瞭が認められる入所者ごと  

に入所者の摂食・噴下機能に配慮した経口維持計画を作成して  
いる場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理  

栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進める  
ための特別な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ、  

当該計画が作成された日から起算して柑0日以内の期間に限り、   

1日につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、この場合  
において、経口移行加算を算定している場合は、算定しない。  

また、経口維持加算・を算定している場合は、経口維持加算（Ⅰ）  

は、算定しない。  

イ 経口維持加算（Ⅰ）経口により食事を摂取する看であって、  

著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査により誤  
瞭が認められるものを対象としていること。  

ロ 経口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する看であって、  

摂食機能障害を有し誤噴が認められるものを対象としている  
こと。   

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口によ  
る食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成され   
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た日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であって  
も、摂食機能障害を有し、誤蟻が認められる入所者であって医  

師の指示に基づき、継続して誤噴防止のための食事の摂取を進  
めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続  

き当該加算を算定できるものとする。  

ヌ 口腔機能維持管理加算  30単位  

た日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であって  
も、摂食機能障害を有し、誤噴が認められる入所者であって医  

師の指示に基づき、継続して誤噴防止のための食事の摂取を進  
めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続  
き当該加算を算定できるものとする。  

注 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合する指定地域密着型介護   

老人福祉施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯   
科衛生士が、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指  
導を月1回以上行っている場合であって、当該施設において歯科  

医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指  

導に基づき、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成  

されている場合には、1月につき所定単位数を加算する。  
ル 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  

け出て当該基準による食事の提供を行う指定地域密着型介護老人  
福祉施設が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、   
1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  

経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しな  
い。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  
こと。  

ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定地域密着型介護老人福祉施設において行われていること。  

ル 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして市町村長に届  
け出て当該基準による食事の提供を行う指定地域密着型介護老人  
福祉施設が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供したときは、   
1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、  

経口移行加算又は経口維持加算を算定している場合は、算定しな  
い。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  
こと。  

ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定地域密着型介護老人福祉施設において行われていること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき   

提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝   
臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び   
特別な場合の検査食  

ヲ 看取り介護加算   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

ヲ 看取り介護加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に該当する入所者については、  
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市町村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設において、  
別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者について看取り  
介護を行った場合にあっては、死亡日以前4日以上30 日以下に  
ついては1日につき80単位を、死亡日の前日及び前々日について  

当該基準に掲げる区分に従い、死亡日以前30日を上限とし‘て1日  

につき次に掲げる単位数を死亡月に加算する。ただし、退所した  

での間は、算定しない。ま  た、この場合に  日の翌日から死亡日ま   

おいて、重度化対応加算を算定していない場合は、算定しない。  

死亡日については1日につき1，280単位  1日につき680単位を、   看取り介護加算（Ⅰ）  160単位  

を死亡月に加算する。ただし、退所した日の翌日力、ら死亡日まで  

の間は、算定しない。  

80単位  看取り介護加算（Ⅱ）  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

イ 常勤の看護師を1名以上配置し、当該指定地域密着型介護老人  
福祉施設の看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護  

ステーションの看護職員との連携により、24時間の連絡体制を確  
保していること。   

口 看取りに関する指針を定め、入所の際に、入所者又はその家族  

等に説明し、同意を得ていること。   

ハ 看取りに関する職員研修を行っていること。   

二 看取りを行う際に個室又は静養室の利用が可能となるよう配慮  
を行うこと。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する入所者の内容は以下の   

とおり。   

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込み  
がないと診断した者。   

ロ 入所者又はその家族等の同意を得て、入所者の介護に係る計画  

が作成されていること。   

ハ 医師、看護師、介護職員等が共同して、入所者の状態又は家族  
の求め等に応じ随時説明を行い、同意を得て、介護が行われてい  

ること。  

ワ 在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介護   

老人福祉施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合してい  

る場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。  

ワ 在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定地域密着型介護  
老人福祉施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合してい  

る場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。  
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ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、  
入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅  
サービスの利用に関する調整を行っていること。  

力 在宅・入所相互利用加算  30単位   

注 別に厚生労働大臣が定める者に対して、別に厚生労働大臣が定  

める基準に適合する指定地域密着型介護福祉施設サービスを行う  
場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

∃ 小規模拠点集合型施設加算  50単位   

注 同一敷地内に複数の居住単位を設けて指定地域密着型介護福祉  
施設入所者生活介護を行っている施設において、5人以下の居住  
単位に入所している入所者については、1日につき所定単位数を  
加算する。  

口 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、  
入所者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅  
サービスの利用に関する調整を行っていること。  

力 在宅・入所相互利用加算  30単位   

注 別に厚生労働大臣が定める者に対して、別に厚生労働大臣が定  

める基準に適合する指定地域密着型介護福祉施設サービスを行う  

場合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

∃ 小規模拠点集合型施設加算  50単位   

注 同一敷地内に複数の居住単位を設けて指定地域密着型介護福祉   
施設入所者生活介護を行っている施設において、5人以下の居住   
単位に入所している入所者については、1日につき所定単位数を  

加算する。  

タ 認知症専門ケア加算   

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   

村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が、男帖こ厚生労   

働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケアを行った場合には、  
当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数  

を加算する。ただし、次lこ掲げるいずれ力、の加算を算定している   

場合においては、瑚定しない。   

（1）認知症専門ケア加算（Ⅰ）  川認知症専門ケア加算（Ⅰ） 3単位   

（2）認知症専門ケア加算（Ⅱ）  4単位  

■て  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 認知症専門ケア加算（Ⅰ）  

イ 当該施設における入所者の総数のうち、日常生活に支障をき  

たすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護  
を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の占める  
割合が2分の1以上であること。  

ロ 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者  

の数が20人未満である場合にあっては、1以上、当該対象者の  
数が20人以上である場合にあっては、1に、当該対象者の数が1  

9を超えて10又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上配  

置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。  
ハ 当該施設において、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は  

技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。  
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2 認知症専門ケア加算（Ⅱ）   

イ 1の基準のいずれにも適合すること。   

ロ 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を1   
の基準に加え1名以上配置し、施設全体の認知症ケアの指導等  

を実施していること。   

ハ 当該施設における介護職員、看護職員毎の認知症ケアに関す   

る研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施を  

予定していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める入所者の内容は以下のとおり。  

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認めら   

れることから介護を必要とする認知症の入所者  

レ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  
村長に届け出た指定地域密着型介護老人福祉施設が入所者に対し  
指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を行った場合は、  

当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位数  
を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している  

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。また、  場合に   

日常生活継続支援加算を算定している場合は、算定しない。  
（1）サービス提供休制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の介護職員の総数のう  
ち、介護福祉士の占める割合が100分の50以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   
2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の看護・介護職員の総  

数のうち、常勤職員の占める割合が100分の75以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
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3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

① 当該指定地域密着型介護老人福祉施設の指定地域密着型介護   
福祉施設サービスを入所者に直接提供する職員の総数のうち、   

勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上であるこ  

と。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
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恒り紙3一旦  

介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案  現  行  

○指定地域密着型介護予防サービスに要する責用の額の算定に関する基   
準（平成十八年厚生労働省告示第百二十八号）   

○指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基   
準（平成十八年厚生労働省告示第百二十八号）   

台闇鰻勘墜班（跡世べ掛増車淋虹Il＋川野）妹嶋十貫頗Ql】絆tl野合栗  
地口蛸ウ∩仙ノ  空地賓野馳腑副台惟隈畠中一山ベリ輝小崎咄旺Q葦令妹地  
口匪小崎輔掛勅鴬eぺ小出出＄′ 陣攣＋くせ＝訂町一Ⅲ量′♪照旺ト㊥0  

1 空地岩野髄腑副告無限畠中一山ベリ蝋小崎糾旺e既望′ 宗悩空地要   

路尉堰副伝雄心雀サー山ぺ伝雅史モ舶卦せ惑堀口ペコ抽出ト㊥ヰe刃   
セ、トβ○  

台煙埜鯉慨（計攣べ掛増せ灘潤Il＋州附）妹掴＋訂亜el】圭酎l邸e歴  

根u蛸ク∩仙′ 空地蜜替鹿瀬副台闇脾題洋一山ベロⅧ仲、昭嘲旺e亜e琳側  

り匪小崎蛸鮒咄鴬eペ・∩り他省′ 訃肇＋くせ・田町lⅢる′♪照旺卜昭0  

1 控掴岩野髄腑副伝㈹隈畠中一山ベリ帖卜昭咄旺合理坐′ 藁嘱望囲君   

哲舶腑副伝推軒畠中一山K伝雅史王咄劃せ惑礪出座コ林地小崎ヰe刃   

トト¢0  

Il控他者野郎椒副台贈隋畠中一山べり輌卜岬咄匿e潜±′ 宗り出羽駅  ll空恨卓哲郎椒副台憎軒畠中一山ベリ粧す噂咄匿合理埜′ 売出世酬蘇  

垂ぺ血竃他＄㊥l彊せe彊皐り宗堀口鴨場照明ぜ鳩練欄にけ佃抽拍叫  

っ中台刃トlや0  

畢ぺ皿簑地名昭l掛皇e卦皐り苗場り恨£昭卦せ惑漣催リレ琳地中、昭  

十Pe刃セ、ト¢0  

※ 別に厚生労働大臣が定める一単位の単価の内容は以下のとおり。  

別紙5参照  

川 堤It叶e聖地り邦つ空地要替髄椒副台雅隈畠中一山ベリ帖ト㊥咄旺   
e茸勅琳根」吏曹司⊂出場ニレ′ 中Q亜リl巴米韓Q∃賢慮簑嶋崎刃勅   

曇′ 中Q∃質感朝雄世昏つ聖トレ長軸卜岬ヰQ刃ト㊥○  

監 台惟隋蛙与璽埜喩挙是副艇併呑惟り墜昭控他者野髄瀬副台惟隈畠中   
一山ベリ凋頼州別抑圧e華±′ 荘川叶e璽地口量量£′がト陪臣互噂（普   

茶凶Q凶雌組側克0 ヨト匡」○）e甘鱈出城や仙′ 吐朝駅垂ぺ出簑離   
忘吏野祁口座コ′ 京口吐朝駅垂《出簑掴＄昭刃り吋⊥り甘コ如川早卜咤り   

刃簑P勅㊥ヰe刃小崎0   

別表  

指定地域密着型介護予防サービス介護給付責単位数表  

1 介護予防認知症対応型通所介護費  

川 堤Il叶Q璽他uペコ空地岩野髄椒副伝搬軒畠中一山ペ⊥用附困や榔層   
e茸勅嫉他」吏野4巳り龍ニ｝′ 中eせリl巴堰婿e蝶癖毛嶋崎刃仙   
坐′ 中Q∃質感倒せ坐昏つ坐トレ志水小樽ヰQ刃ト㊥0  

巳 台紙隕蛙÷歴せ喩聾濯副晦仰台経口堕昭控他者哲郎柵副伝惟隋畠中   
一山ベリ帖ト㊥琳旺Q亜坐′ 荘川叶e整地り量量£′がト陪臣定唖（正   

宗凶e凶雌漣佃ぷ0 ヨト匡リ0）e甘惟出場ウ∩仙′ 吐朝駅垂《皿簑離   
忘吏野郎口座コ′ 京口世朝駅畢《曲毛根蔓㊥刃り吋リ1に再酎甘卜噂り   

刃簑P仙崎十Pe刃セ、噂○   

別表  

指定地域密着型介護予防サービス介護給付責単位数表  
1 介護予防認知症対応型適所介護責  
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イ 介護予防認知症対応型通所介護責（Ⅰ）  

（1）介護予防認知症対応型通所介護費（i）   

（－）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2   

（コ 所要時間4時間以上6時間未満の場合  
a 要支援1  

b 要支援2   

（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  

（2）介護予防認知症対応型適所介護章（ii）   

（－）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2   

（コ 所要時間4時間以上6時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  

且 所要時間6時間以上8時間未満の場合  
a 要支援1  
b 要支援2  

口 介護予防認知症対応型適所介護責（Ⅱ）  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

ト）要支援1  

に）要支援2  

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合   

ト）要支援1   

（コ 要支援2  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

ト）要支援1  

に）要支援2  

イ 介護予防認知症対応型通所介護費（Ⅰ）  

（1）介護予防認知症対応型通所介護責（i）   

（－）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2   

（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  

（2）介護予防認知症対応型通所介護責（ji）   

ト）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

a 要支援1  

b 要支援2  
に）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2   

（三）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

a 要支援1  
b 要支援2  

ロ 介護予防認知症対応型通所介護責（Ⅱ）  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

（－）要支援1   

（コ 要支援2  

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合   

（－）要支援1   

（コ 要支援2  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合   

（－）要支援1  

に）要支援2  

460単位  

509単位   

621単位  

691単位   

835単位  

934単位  

460単位  

509単位  

621単位  

691単位   

835単位  

934単位  

419単位  

462単位   

561単位  

624単位  

751単位  

839単位  

419単位  

462単位   

561単位  

624単位   

751単位  

839単位  

218単位  

230単位   

311単位  

329単位   

435単位  

460単位  

218単位  

230単位  

311単位  

329単位   

435単位  

460単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応  

型通所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の  
人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て市町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応  
型適所介護事業所（指定地域密着型介護予防サービスの事業の  
人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに   
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係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1   

8年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予防サービ   

ス基準」という。）第5条第1項に規定する単独型・併設型指   
定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）   

又は共用型指定介護予防認知症対応型適所介護事業所（指定地   
域密着型介護予防サービス基準第8条第1項に規定する共用型   
指定介護予防認知症対応型適所介護事業所をいう。以下同じ。）   

において、指定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着   
型介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防認知症   
対応型通所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施   

設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、   

現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型適所介護計画  
（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条に規定する介護   

予防認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられた内   

容の指定介護予防認知症対応型通所介護を行うのに要する標準   

的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者   
の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）   

若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該   

当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す   

る。  

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、   

所要時間2時間以上3時間未満の指定介護予防認知症対応型適   
所介護を行う場合は、注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ  
（1）十）若しくは：2）上：又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する   

単位数を算定する。  

3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上   
8時間未満の指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合   
又は所要時間6時間以上8時間未満の指定介護予防認知症対応   

型通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場   
合であって、当該指定介護予防認知症対応型通所介護の所要時   
間と当該指定介護予防認知症対応型適所介護の前後に行った日   

常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注におい   

て「算定対象時間」という。）が8時間以上となるときは、算   
定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間   
以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。  

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成1   

8年厚生労働省令第36号。以下「指定地域密着型介護予防サービ   

ス基準」という。）第5条第1項に規定する単独型・併設型指   

定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）   

又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所（指定地   
域密着型介護予防サービス基準第8条第1項に規定する共用型   

指定介護予防認知症対応型通所介護事業所をいう。以下同じ。）   

において、指定介護予防認知症対応型通所介護（指定地域密着   
型介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防認知症   
対応型適所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施   

設基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、   

現に要した時間ではなく、介護予防認知症対応型適所介護計画  
（指定地域密着型介護予防サービス基準第42条に規定する介護   

予防認知症対応型通所介護計画をいう。）に位置付けられた内   

容の指定介護予防認知症対応型通所介護を行うのに要する標準   
的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者   
の数又は看護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）   

若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該   

当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す   
る。  

2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、   

所要時間2時間以上3時間未満の指定介護予防認知症対応型通   
所介護を行う場合は、注1の施設基準に掲げる区分に従い、イ  
（1）ト）若しくは（2ト十）又はロ（1）の所定単位数の100分の70に相当する   

単位数を算定する。  

3 日常生活上の世話を行った後に引き続き所要時間6時間以上   
8時間未満の指定介護予防認知症対応型通所介護を行った場合   
又は所要時間6時間以上8時間未満の指定介護予防認知症対応   
型通所介護を行った後に引き続き日常生活上の世話を行った場   
合であって、当該指定介護予防認知症対応型通所介護の所要時   
間と当該指定介護予防認知症対応型適所介護の前後に行った日   

常生活上の世話の所要時間を通算した時間（以下この注におい   

て「算定対象時間」という。）が8時間以上となるときは、算   
定対象時間が8時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間   
以上10時間未満の場合は100単位を所定単位数に加算する。  
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4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   

町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1   
日につき50単位を所定単位数に加算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市  

4 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市   
町村長に届け出て当該基準による入浴介助を行った場合は、1   
日につき50単位を所定単位数に加算する。  

町村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通  
所介護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事  

業所において、若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成1  

0年政令第412号）第2条第6号に規定する初老期における認知  
症によって法第7条第4項に規定する要支援者となった者をい  
う。以下同じ。）に対して、指定介護予防認知症対応型通所介  

護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として、1  

日につき60単位を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

旦 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分   

以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業   

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ   
ージ指圧師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   

出た指定介護予防認知症対応型適所介護の利用者に対して、機   
能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種   
の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当   

該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算   
する：、  

旦 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   

長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし   

て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、   
利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの   

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ   

た場合は、栄養改善加算として、1月につき100単位を所定単位  

旦 指定介護予防認知症対応型通所介護を行う時間帯に1日120分   

以上、専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業   

療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ   
ージ指圧師を1名以上配置しているものとして市町村長に届け   

出た指定介護予防認知症対応型適所介護の利用者に対して、機   
能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種   
の者が共同して、利用者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当   

該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っている場合には、個   

別機能訓練加算として、1日につき27単位を所定単位数に加算   
する＿、  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   

長に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的とし   
て、個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、   
利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの   

（以下この注において「栄養改善サービス」という。）を行っ   

た場合は、栄養改善加算として、1月につき150単位を所定単位  
数に加算する。  数に加算する。  

288  
－4－   



イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

口 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看  

護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

利用者ごとの摂食・瞭下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ  

ア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善  

サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的  

に記録していること。   

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する  

こと。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併  

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指  

定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。  

ヱ 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   

長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   

のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と   

して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂   

食・礁下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用   

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以   

下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行っ   

た場合は、口腔機能向上加算として、1月につき100単位を所定  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

口 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看  

護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、  

利用者ごとの摂食・瞭下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ  

ア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善  

サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的  

に記録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価する  

こと。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併  

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指  

定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。  

旦 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村   

長に届け出て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれ   

のある利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的と   

して、個別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂   

食・瞭下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用   

者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以   

下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を行っ   

た場合は、口腔機能向上加算として、1月につき150単位を所定  

単位数に加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して   

いること。  

口 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯   

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の   

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作   

成していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、   

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい   

るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期   

的に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型・併   

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指  

単位数に加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置して   

いること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯   

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の   

者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作   

成していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、   

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行ってい   

るとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期   

的に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している単独型■併   

設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所又は共用型指   
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定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。   

旦 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養  

介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多  
機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けて  

いる間は、介護予防認知症対応型通所介護貴は、算定しない。  

ハ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町  

定介護予防認知症対応型通所介護事業所であること。  

邑 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養   
介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多   
機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護を受けて   

いる間は、介護予防認知症対応型通所介護費は、算定しない。  

村長に届け出た単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介  
護事業所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所が、  

利用者に対し、指定介護予防認知症対応型適所介護を行った場合  

は、当該基準に掲げる区分に従い、1回につき次に掲げる所定単  

位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して  

いる場合においては、次lこ掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業  
所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の介護  
職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の40以  

上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 当該単独型・併設型指定介護予防認知症対応型通所介護事業  

所又は共用型指定介護予防認知症対応型通所介護事業所の指定  

介護予防認知症対応型通所介護を利用者に直接提供する職員の  

総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の30  
以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

2 介護予防小規模多機能型居宅介護責   

イ 介護予防小規模多機能型居宅介護費（1月につき）   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

2 介護予防小規模多機能型居宅介護責   
イ 介護予防小規模多機能型居宅介護責（1月につき）   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

4，469単位  

7，995単位   

4，469単位  

7，995単位  
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注1 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密  
着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する指定介護  

予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）に  
登録した者について、登録者の要支援状態区分に応じて、登  

録している期間1月につきそれぞれ所定単位数を算定する。  
ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が  
定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  
ころにより算定する。  

注1 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密  
着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する指定介護  

予防小規模多機能型居宅介護事業所をいう。以下同じ。）に  
登録した者について、登録者の要支援状態区分に応じて、登  

録している期間1月につきそれぞれ所定単位数を算定する。  
ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労働大臣が  
定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  

ころにより算定する。   

2 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通  
いサービス（指定地域密着型介護予防サービス基準第44条第  

1項に規定する通いサービスをいう。）、訪問サービス（指定  

地域密着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する訪  
問サービスをいう。）及び宿泊サービス（指定地域密着型介  

護予防サービス基準第44条第5項に規定する宿泊サービスを  

いう。）の算定月における提供回数について、利用者（指定  
地域密着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する利  
用者をいう。ハにおいて同じ。）1人当たり平均回数が、週  

4回に満たない場合は、所定単位数の100分の70に相当する単  
位数を算定する。  

旦 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療  

養介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知  
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防小規模多  
機能型居宅介護責は、算定しない。  
旦 利用者が－の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所  
において、指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域  
密着型介護予防サービス基準第43条に規定する指定介護予防  

小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）を受けている  
間は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外  

の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が指定介護予  
防小規模多機能型居宅介護を行った場合に、介護予防小規模  
多機能型居宅介護責は、算定しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から  
起算して30日以内の期間については、初期加算として、1日につ  
き所定単位数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院   

旦 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療  

養介護、介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知  
症対応型共同生活介護を受けている問は、介護予防小規模多  
機能型居宅介護責は、算定しない。  

旦 利用者が－の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所  
において、指定介護予防小規模多機能型居宅介護（指定地域  
密着型介護予防サービス基準第43条に規定する指定介護予防  

小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）を受けている  
間は、当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所以外  

の指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が指定介護予  
防小規模多機能型居宅介護を行った場合に、介護予防小規模  
多機能型居宅介護責は、算定しない。  

ロ 初期加算  30単位   

注 指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から  
起算して30日以内の期間については、初期加算として、1日につ  
き所定単位数を加算する。30日を超える病院又は診療所への入院  
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後に指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した  
場合も、同様とする。  

ハ 事業開始時支援加算  （1）牒 500単位 500単位  
欄 300単位  300単位   

注1 川lこついては、事業開始後1年未満の‡旨定介護予防小規模多  

機能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、利用者の数  

が登録定員（指定地域密着型介護予防サービス基準第47条に規  
定する登録定員をいう。㈱Olこ満たない指  

定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所について、平成24年3  
月31日までの間、1月につき所定単位数を加算する。  

2 ∽lこついては、事業開始後1年以上2年未満の指定介護予防  

小規模多機能型居宅介護事業所であって、算定月までの間、利  

用者の数が登録定員の100分の80に満たない指定介護予防小規模  

後に指定介護予防小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した  
場合も、同様とする。  

所 について、平成24年3月31日までの間、  多機能型居宅介護事業   

1月につき所定単位数を加算する。   

サービス提供体制強化加算  

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして市町   

村長に届け出た指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所が、   

利用者に対し、指定介護予防小規模多機能型居宅介護を行った場   
合は、碑＝掲げる所定   

単位数を加算する。ただし、次lこ掲げるいずれ力、の加算を算定し   
ている場合においては、次lこ掲げるその他の加算は算定しない。  
川凋 500単位  500単位  （2）凋 350単位  
（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  350単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① すべての介護予防小規模多機能型居宅介護従業者（指定地域  
密着型介護予防サービス基準第44条第1項に規定する介護予防  

小規模多機能型居宅介護従業者をいう。以下同じ。）に対し、  

個別の研修計画を作成し、研修（外部における研修を含む。）  
を実施又は実施を予定していること。   
② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は介護予防小規模多  

292   
－8－  



機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に  
開催していること。   

③ 当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の介護職員  
の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の40以上で  

あること。   

④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

（手 すべての介護予防小規模多機能型居宅介護従業者に対し、個  
別の研修計画を作成し、研修（外部における研修を含む。）を  
実施又は実施を予定していること。   

② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は介護予防小規模多  
機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に  
開催していること。   

③ 当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の看護・介  

護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の60以  
上であること。   

④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

① すべての介護予防小規模多機能型居宅介護従業者に対し、   
別の研修計画を作成し、研修（外部における研修を含む。）  

個
を
 
 
 実施又は実施を予定していること。  

② 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は介護予防小規模多   
機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に   
開催していること。  

③ 当該指定介護予防小規模多機能型居宅介護事業所の指定介護   

予防小規模多機能型居宅介護を利用者に直接提供する介護予防   
小規模多機能型居宅介護従業者の総数のうち、勤続年数3年以   
上の者の占める割合が100分の30以上であること。  

④ 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護費   
イ 介護予防認知症対応型共同生活介護責（1日につき） 831単位   

口 介護予防短期利用共同生活介護責（1日につき）  861単位  

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚  

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を  

3 介護予防認知症対応型共同生活介護責   
イ 介護予防認知症対応型共同生活介護貴（1日につき） 831単位   

口 介護予防短期利用共同生活介護責（1日につき）  861単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に  

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基   
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準を満たすものとして市町村長に届け出た指定介護予防認知   

症対応型共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サー   

ビス基準第70条第1項に規定する指定介護予防認知症対応型   

共同生活介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介   

護予防認知症対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防   
サービス基準第69条に規定する指定介護予防認知症対応型共   

同生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該施設   

基準に掲げる区分に従い、それぞれ所定単位数を算定する。   
ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満た   
さない場合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算   

定する。なお、利用者の数又は従業者の員数が別に厚生労働   

大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定   

めるところにより算定する。  

2 丹‖こ厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合する指定介護予   

防認知症対応型共同生活介護事業所であって、指定地域密着   
型介護予防サービス基準第70条第1項1こ規定する夜間及び深   

夜の勤務を行わせるために必要な数に1を加えた数以上の数   
の介護従業者（指定地域密着型介護予防サービス基準第70条   

第1細萱しているもの   
として市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生   

活介護事業所においては、脚、1日lこつき2   

5単位を所定単位数に加算する。  

3 ロについて、医師が、認知症（介護保険法第8条第16項に  

満たすものとして市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応  
型共同生活介護事業所（指定地域密着型介護予防サービス基準  
第70条第1項に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介  
護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防認知症  

対応型共同生活介護（指定地域密着型介護予防サービス基準第6  

9条に規定する指定介護予防認知症対応型共同生活介護をいう。  

以下同じ。）を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従  

い、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う  
職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数  
の100分の97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又  

は従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場  

合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

規定する認知症をいう。1畔軌・心理症状が認   

められるため、御舌が困難であり、緊急lこ指定介護   

予防認知症対応型共同生活介護を利用することが適当である   

と判断した者に対し、嘩舌介  

護を行った場合は、勝算して7日を限   

度として、1日につき200単位を所定単位数に加算する。  

4 矧＝こ厚生労働大臣が定める基準lこ適・合しているものとして   

市町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活介護   

事業所において、卿引こ対して、‡旨定介護予  

阻認知症対応型共同生活介護を行った場合には、若年性認知   

症利用者受入加算として、1日につき120単位を所定単位数に   

加算する。ただし、注3を算定している場合は算定しない。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  
受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   
こと。  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間につい  

ては、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  
二瀾 400単位 400単位   

注 利用期間が1月を超える利用者が退居し、その居宅において  

ハ 初期加算  30単位   

注 イについて、入居した日から起算して30日以内の期間につい  

ては、初期加算として、1日につき所定単位数を加算する。  

介護予防サービス又は地域密着型介護予防サービスを利用する  
場合において、瑚割引こ当該利用者及びその家族  

等に対して退居後の介護予防サービス、地域密着型介護予防サ  
ービスその他の保健医療サービス又は福祉サ・－ビスについて相  

談援助を行い、かつ、当該利用者の臥意を得て、退居の日カ、ら  

2週間以内に当該利用者の退居後の居宅地を管轄する市町村（特  

別区を含む。）瑚銅口38  
年法律第133号）第20条mlこ規定する老人介護支援セン  

ターをいう。）又は地域包括支援センター（法第115条の39第  

1巧榔対して、当  
該利用者の介護状況を示す文書を添えて当該利用者に係る介護  
予防サービス又は地域密着型介護予防サービスに必要な情報を  
した場合に、利用者1人につき1回を限度として算定する。  

ホ 認知症専門ケア加算  
注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市  

町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業  
所が、別に厚生労働大臣が定める者に対し専門的な認知症ケア  

を行った場合には、当該基準に掲げる区分に従い、1日につき  
次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれ  

かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の  
加算は算定しない。  

（1）認知症専門ケア加算（Ⅰ）  3単位  

（2）認知症専門ケア加算（Ⅱ）  4単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

295   
－11－  



1 認知症専門ケア加算（Ⅰ）   

イ 当該事業所における利用者の総数のうち、日常生活に支障を  

きたすおそれのある症状若しくは行動が認められることから介  
護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）の占め  
る割合が2分の1以上であること。   

ロ 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者   
の数が20人未満である場合にあっては、1以上、当該対象者の   
数が20人以上である場合にあっては、1に、当該対象者の数が1  

9を超えて10又はその端数を増すごとに1を加えて得た数以上配  

置し、チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。   
ハ 当該事業所において、認知症ケアに関する留意事項の伝達又  

は技術的指導に係る会議を定期的に開催していること。  

2 認知症専門ケア加算（Ⅱ）   

イ 1の基準のいずれにも適合すること。   

口 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を1  
の基準に加え1名以上配置し、事業所全体の認知症ケアの指導  
等を実施していること。   

ハ 当該事業所における介護職員、看護職員毎の認知症ケアに関   

する研修計画を作成し、当該計画に従い、研修を実施又は実施  

を予定していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める利用者の内容は以下のとおり。  

日常生活に支障をきたすおそれのある症状若しくは行動が認めら   

れることから介護を必要とする認知症の利用者  

ヘ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市  
町村長に届け出た指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業  
所が、利用者に対し、指定介護予防認知症対応型共同生活介護  

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次  
に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれか  

の加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加  
算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  
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（2）凋 6単位  
（3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の介護職  
員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の50以上であ  

ること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の看護・  
介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の75以上  

であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

（D 当該指定介護予防認知症対応型共同生活介護事業所の指定介  
護予防認知症対応型共同生活介護を利用者に直接提供する職員  
の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の30  

以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  
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匪直司  

介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  

改 正 案  現  行  

○厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成   

十二年厚生省告示三十号）   

○厚生労働大臣が定める特定診療費に係る指導管理等及び単位数（平成   
十二年厚生省告示三十号）   
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別表  

1 感染対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事  

業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基  
準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」とい  

う。）第142条第1項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいい、  

介護老人保健施設及び指定居宅サービス基準附則第5条第3項によ  
り読み替えられた指定居宅サービス基準第144条に規定する基準適合  

診療所であるものを除く。以下同じ。）、指定介護療養型医療施設（介  

護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第48条第1  

項第3号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）  
又は指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護予防サービス  
等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係  
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚  
生労働省令第35号。以下「介護予防サービス基準」という。）第187  

条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業所をいい、  
介護老人保健施設及び介護予防サービス基準附則第5条第3項によ  
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別表  

1 感染対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事  

業所（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基  
準（平成11年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」とい  

う。）第142条第1項に規定する指定短期入所療養介護事業所をいい、  

介護老人保健施設及び指定居宅サービス基準附則第5条第3項によ  
り読み替えられた指定居宅サービス基準第144条に規定する基準適合  

診療所であるものを除く。以下同じ。）、指定介護療養型医療施設（介  

護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第48条第1  

項第3号に規定する指定介護療養型医療施設をいう。以下同じ。）  
又は指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護予防サービス  
等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係  
る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚  
生労働省令第35号。以下「介護予防サービス基準」という。）第187  

条第1項に規定する指定介護予防短期入所療養介護事業所をいい、  
介護老人保健施設及び介護予防サービス基準附則第5条第3項によ  

299   
－1－  



り読み替えられた介護予防サービス基準第189条に規定する基準適合   

診療所であるものを除く。以下同じ。）において、常時感染防止対   

策を行う場合に、指定短期入所療養介護（指定居宅サービス基準第1   

41条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）、指定介   

護療養施設サービス（法第48条第1項第3号に規定する指定介護療   

養施設サービスをいう。以下同じ。）又は介護予防指定短期入所療   

養介護（介護予防サービス基準第柑6条に規定する指定介護予防短期   

入所療養介護をいう。以下同じ。）を受けている利用者又は入院患   

責と妄Pいて、所定単位数を算定する。  
2 祷療対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事   

業所、指定介護療養型厚原罪設又は指定介護予防短期入所療養介護   
事業所において、常時裾瘡対策を行う場合に、指定短期入所療養介   

護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護  

を受けている利用者又は入院患者（日常生活の自立度が低い者に限  
る。）について、所定単位数を算定する。  

3 初期入院診療管理  250単位   

注 指定介護療養型医療施設において、別に厚生労働大臣が定める基  

準に従い、入院患者に対して、その入院に際して医師が必要な診察、   

検査等を行い、診療方針を定めて文書で説明を行った場合に、入院  

中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては、2回）を  

限度として所定単位数を算定する。  

り読み替えられた介護予防サービス基準第189条に規定する基準適合  

診療所であるものを除く。以下同じ。）において、常時感染防止対  

策を行う場合に、指定短期入所療養介護（指定居宅サービス基準第1  

41条に規定する指定短期入所療養介護をいう。以下同じ。）、指定介   

護療養施設サービス（法第48条第1項第3号に規定する指定介護療   

養施設サービスをいう。以下同じ。）又は介護予防指定短期入所療   

養介護（介護予防サービス基準第186条に規定する指定介護予防短期  

入所療養介護をいう。以下同じ。）を受けている利用者又は入院患   

責を；フいて、所定単位数を算定する0  

2 裾癒対策指導管理（1日につき）  5単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす指定短期入所療養介護事   

業所、指定介護療養型厚摩声設又は指定介護予防短期入所療養介護  
事業所において、常時祷瘡対策を行う場合に、指定短期入所療養介  

護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護  

を受けている利用者又は入院患者（日常生活の自立度が低い者に限  
る。）について、所定単位数を算定する。  

3 初期入院診療管理  250単位   

注 指定介護療養型医療施設において、別に厚生労働大臣が定める基  

準に従い、入院患者に対して、その入院に際して医師が必要な診察、  

検査等を行い、診療方針を定めて文書で説明を行った場合に、入院  

中1回（診療方針に重要な変更があった場合にあっては、2回）を  

限度として所定単位数を算定する。  

4 重度療養管理（1日につき）  120単位  

注脚旨定介護療養型医療施設lこおい   
て、制－ビスを受けて   
いる利用者又は入院患者（要介護4又は要介護5に該当する者に限  
る。）であって別に厚生労働大臣が定める状態にあるものに対して 

計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養上必要な処置を行  

った場合に、所定単位数を算定する。  
旦 特定施設管理（1日につき）  250単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、後天性免疫不全症  

候群の病原体に感染している利用者又は入院患者に対して、指定  
短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟（介護保険法施行  
令（平成10年政令第412号）第4条第2項に規定する病床により構  

生 特定施設管理（1日につき）  250単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、後天性免疫不全症  
侯群の病原体に感染している利用者又は入院患者に対して、指定  
短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟（介護保険法施行  
令（平成10年政令第412号）第4条第2項に規定する病床により構  
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成される病棟をいう。以下同じ。）において行われるものを除く。）、  

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  

行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  

場合に、所定単位数を算定する。  
2 個室又は2人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に  
感染している利用者又は入院患者に対して、指定短期入所療養介  

護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、  

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  
場合は、所定単位数に個室の場合にあっては1日につき300単位、  
2人部屋の場合にあっては1日につき150単位を加算する。  

旦 重症皮膚潰瘍管理指導（1日につき）  18単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われる  

ものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養  

病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療  
養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

を受けている利用者又は入院患者であって重症皮膚漬癌を有してい  
るものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養  

上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。  
ヱ 薬剤管理指導  350単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣  
が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け  

出たものにおいて、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  
養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービ  
ス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  
において行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患  
者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、  

週1回に限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。  

成される病棟をいう。以下同じ。）において行われるものを除く。）、    指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  

場合に、所定単位数を算定する。  
2 個室又は2人部屋において、後天性免疫不全症候群の病原体に  
感染している利用者又は入院患者に対して、指定短期入所療養介  

護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、  

指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老  
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を行う  
場合は、所定単位数に個室の場合にあっては1日につき300単位、  

2人部屋の場合にあっては1日につき150単位を加算する。  
旦 重症皮膚潰癌管理指導（1日につき）  18単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  
定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われる  
ものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養  

病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入所療  
養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

を受けている利用者又は入院患者であって重症皮膚潰痔を有してい  
るものに対して、計画的な医学的管理を継続して行い、かつ、療養  
上必要な指導を行った場合に、所定単位数を算定する。  

旦 薬剤管理指導  350単位   

注1 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  
定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に厚生労働大臣  
が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け  

出たものにおいて、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  
養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービ  
ス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  

において行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患  
者に対して、投薬又は注射及び薬学的管理指導を行った場合に、  

週1回に限り、月に4回を限度として所定単位数を算定する。  
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2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬  
又は注射が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関す  
る必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき所定単位数  
に50単位を加算する。  

7 医学情報提供  

2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬   
又は注射が行われている利用者に対して、当該薬剤の使用に関す   
る必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき所定単位数  
に50単位を加算する。  

邑 医学情報提供   

イ 医学情報提供（Ⅰ）   

ロ 医学情報提供（Ⅱ）  

220単位  

290単位  

イ 医学情報提供（Ⅰ）  

ロ 医学情報提供（Ⅱ）  

220単位  

290単位  

注1 イについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、指  
定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事  
業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお  
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性  

認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しくは指  
定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟におい  
て行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは入院患者  
の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、別の診療所での診療  

の必要を認め、別の診療所に対して、当該利用者若しくは入院患  
者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況を示す  
文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行った場合又  

は病院である指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療  
施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事業所が、指定短期  
入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるもの  

を除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病  
棟において行われるものを除く。）若しくは指定介護予防短期入  
所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを  
除く。）を受けている利用者若しくは入院患者の退所時若しくは  
退院時に、診療に基づき、別の病院での診療の必要を認め、別の  

病院に対して、当該利用者若しくは入院患者の同意を得て、当該  
利用者若しくは入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用  

者若しくは入院患者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定す  

る。   

2 ロについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、指  
定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事  
業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお  
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性  
認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しくは指  

注1 イについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、指  

定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事  
業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお  
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性   
認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しくは指  

定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟におい  
て行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは入院患者  
の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、別の診療所での診療  
の必要を認め、別の診療所に対して、当該利用者若しくは入院患  
者の同意を得て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況を示す  

文書を添えて当該利用者若しくは入院患者の紹介を行った場合又  

は病院である指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療  
施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事業所が、指定短期  
入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるもの  

を除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病  
棟において行われる一ものを除く。）若しくは指定介護予防短期入  
所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを  
除く。）を受けている利用者若しくは入院患者の退所時若しくは  
退院時に、診療に基づき、別の病院での診療の必要を認め、別の  

病院に対して、当該利用者若しくは入院患者の同意を得て、当串  
利用者若しくは入院患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用   

者若しくは入院患者の紹介を行った場合に、所定単位数を算定す  

る   

2 ロについては、診療所である指定短期入所療養介護事業所、指  
定介護療養型医療施設若しくは指定介護予防短期入所療養介護事  
業所が、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟にお  
いて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性  
認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）若しくは指  
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定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟におい  

て行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは入院患者  
の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、病院での診療の必要  

を認め、病院に対して、当該利用者若しくは入院患者の同意を得  

て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況を示す文書を添えて  
当該利用者若しくは入院患者の紹介を行った場合又は病院である  
指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設若しくは  

指定介護予防短期入所療養介護事業所が、指定短期入所療養介護  
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指  

定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行  

われるものを除く。）若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老  

人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受け  
ている利用者若しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療  
に基づき、診療所での診療の必要を認め、診療所に対して、当該  

利用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院  
患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者  
の紹介を行った場合に所定単位数を算定する。  

邑 理学療法（1回につき）   

イ 理学療法（Ⅰ）  123単位  

定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟におい  
て行われるものを除く。）を受けている利用者若しくは入院患者  
の退所時若しくは退院時に、診療に基づき、病院での診療の必要  

を認め、病院に対して、当該利用者若しくは入院患者の同意を得  

て、当該利用者若しくは入院患者の診療状況を示す文書を添えて  

当該利用者若しくは入院患者の紹介を行った場合又は病院である  
指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設若しくは  

指定介護予防短期入所療養介護事業所が、指定短期入所療養介護  
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指  

定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行  

われるものを除く。）若しくは指定介護予防短期入所療養介護（老  

人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受け  
ている利用者若しくは入院患者の退所時若しくは退院時に、診療  
に基づき、診療所での診療の必要を認め、診療所に対して、当該  

利用者若しくは入院患者の同意を得て、当該利用者若しくは入院  
患者の診療状況を示す文書を添えて当該利用者若しくは入院患者  

の紹介を行った場合に所定単位数を算定する。  

旦 理学療法（1回につき）   

イ 理学療法（Ⅰ）  180単位  

ロ 理学療法（Ⅱ）  73単位  ロ 理学療法（Ⅱ）  100単位  

ハ 理学療法（Ⅲ）  50単位  

注1±については、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して  

いるものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事  
業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介  
護事業所において、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  
養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービ  
ス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）  

又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟  

において行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患  
者に対して、理学療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定  

し、旦については、それ以外の指定短期入所療養介護事業所、指  
定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所  
において、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟に  
おいて行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人  

性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定  

注1 イ及びロについては、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適  

合しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養  
介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定介護予防短期入所  
療養介護事業所において、指定短期入所療養介護（老人性認知症  
疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定介護療養施設  
サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除  
く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療  

養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用者又は  
入院患者に対して、理学療法を個別に行った場合に、当該基準に  

掲げる区分に従って、それぞれ所定単位数を算定し、ハについて  

は、それ以外の指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医  

療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指定  
短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われる  
ものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療  
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介護予防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対し  
て、理学療法を個別に行った場合に算定する。  

養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予防短期入  
所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを  
除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、理学療法を  
個別に行った場合に算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 理学療法（Ⅰ）を算定すべき理学療法の施設基準   

（1）理学療法士が適切に配置されていること。   

（2）利用者又は入院患者の数が理学療法士を含む従事者の数に対  
し適切なものであること。   

（3）当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。   

（4）当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されている  
こと。  

2 理学療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回  
（作業療法及び言語聴覚療法と併せて1日4回）に限り算定する   
ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超   
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以   

降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を   

算定する。  

2 理学療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回  
（作業療法及び言語聴覚療法と併せて1日4回）に限り算定する   
ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超   
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以   

降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を   

算定する。  3㈲去（Ⅰ）又は   
理学療法（Ⅱ）を算定すべき理学療法を行った場合は1回につき∽   

単位を所定単位数に加算する。  
生 理学療法（Ⅰ）又は理学療法（Ⅱ）に係る別に厚生労働大臣が定め   

る施設基準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指   

定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介護事   

業所において、医師、看護師、理学療法士等が共同してリハビリ   
テーション計画を策定し、当該リハビリテーション計画に基づき   

理学療法（Ⅰ）又は理学療法（mを算定すべき理学療法を行った場   

合に、利用者が理学療法を必要とする状態の原因となった疾患等   

の治療等のために入院若しくは入所した病院、診療所若しくは介   
護保険施設を退院若しくは退所した日又は法第27条第1項に基づ   
く要介護認定若しくは法第32条第1項に基づく要支援認定を受け   

た白から初めて利用した月に限り、1月に1回を限度として所定   
単位数に480単位を加算する。ただし、作業療法の注4の規定によ  

旦 理学療法（Ⅰ）に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合   

しているものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介   

護事業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、医   
師、看護師、理学療法士等が共同してリハビリテーション計画を   
策定し、当該リハビリテーション計画に基づき理学療法（Ⅰ）を算   

定すべき理学療法を行った場合に、利用者が理学療法を必要とす   
る状態の原因となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所   

した病院、診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した   
日又は法第27条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1   

項に基づく要支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、  
1月に1回を限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、   
作業療法の注3の規定により加算する場合はこの限りでない。  
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り加算する場合はこの限りでない。  

巨 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介   
護事業所において、理学療法士等が指定短期入所療養介護又は指   
定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能   
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため   
の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1   
回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、作業療   

法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当   
該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単   
位数は算定しない。  

6 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

生 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介   
護事業所において、理学療法士等が指定短期入所療養介護又は指   
定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能   
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため   
の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1   
回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、作業療   

法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当   

該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単   
位数は算定しない。  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の理  
学療法士を2名以上配置し、理学療法（Ⅰ）を算定すべき理学療法  
を行った場合に、一1岬こ加算する。  

10 作業療法（1回につき）  180単位  9 作業療法（1回につき）  123単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、作  
業療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。   
2 作業療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回  

（理学療法及び言語聴覚療法と合わせて1日4回）に限り算定す  
るものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を  
超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目  

以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数  

を算定する。   

3 病棟等においてAD Lの自立等を目的とした作業療法を算定す  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  

て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  
行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  

防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、作  
業療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。   
2 作業療法については、利用者又は入院患者1人につき1日3回  
（理学療法及び言語聴覚療法と合わせて1日4回）に限り算定す  

るものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を  
超えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目  
以降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数  

を算定する。  

べき作業療法を行った場合は1回につき30単位を所定単位数に加  

算する。  

旦 作業療法に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事  

旦 作業療法に係る別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合して   
いるものとして都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事  
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業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、医師、  

看護師、作業療法士等が共同してリハビリテーション計画を策定  
し、当該リハビリテーション計画に基づき作業療法を算定すべき  

作業療法を行った場合に、利用者が作業療法を必要とする状態の  

原因となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院、  

診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した日又は法案2  
7条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1項に基づく要  

支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、1月に1回を  

限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、理学療法の  

注4の規定により加算する場合はこの限りでない。   

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介  
護事業所において、作業療法士等が指定短期入所療養介護又は指  
定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能  
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため  

の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1  
回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、理学療  
法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当  

該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単  
位数は算定しない。   

旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の作  

業療法士を2名以上配置して作業療法を算定すべき作業療法を行  
った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算する。  

‖牒 柑0単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  
て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  

行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、言  
語聴覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。  
2 言語聴覚療法については、利用者又は入院患者1人につき1日  
3回（理学療法及び作業療法と併せて1日4回）に限り算定する  

業所又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、医師、  

看護師、作業療法士等が共同してリハビリテーション計画を策定  

し、当該リハビリテーション計画に基づき作業療法を算定すべき  
作業療法を行った場合に、利用者が作業療法を必要とする状態の  

原因となった疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院、  

診療所若しくは介護保険施設を退院若しくは退所した日又は法第2  
7条第1項に基づく要介護認定若しくは法第32条第1項に基づく要  

支援認定を受けた日から初めて利用した月に限り、1月に1回を  

限度として所定単位数に480単位を加算する。ただし、理学療法の  

注3の規定により加算する場合はこの限りでない。   

旦 指定短期入所療養介護事業所又は指定介護予防短期入所療養介  
護事業所において、作業療法士等が指定短期入所療養介護又は指  
定介護予防短期入所療養介護を行う病棟において、基本的動作能  
力又は応用的動作能力若しくは社会的適応能力の回復を図るため  

の日常動作の訓練及び指導を月2回以上行った場合は、1月に1  

回を限度として所定単位数に300単位を加算する。ただし、理学療  
法の注5の規定により加算する場合はこの限りでない。なお、当  

該加算の対象となる訓練及び指導を行った日については、所定単  
位数は算定しない。   

旦 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指  

定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の作  

業療法士を2名以上配置して作業療法を算定すべき作業療法を行  
った場合に、1回につき35単位を所定単位数に加算する。  

10 言語聴覚療法（1回につき） 10牒 203単位   
注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護  
療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  
て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において  

行われるものを除く。）、指定介護療養施設サービス（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）又は指定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  

るものを除く。）を受けている利用者又は入院患者に対して、言  
語聴覚療法を個別に行った場合に、所定単位数を算定する。  
2 言語聴覚療法については、利用者又は入院患者1人につき1日  
3回（理学療法及び作業療法と併せて1日4回）に限り算定する  
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ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超   
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以   

降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を   

算定する。  

3 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指   
定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言   
語聴覚士を2名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、1回   

につき35単位を所定単位数に加算する。  

ものとし、その利用を開始又は入院した日から起算して4月を超   
えた期間において、1月に合計11回以上行った場合は、11回目以   
降のものについては、所定単位数の100分の70に相当する単位数を   

算定する。  

3 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指   
定介護予防短期入所療養介護事業所において、専従する常勤の言   
語聴覚士を2名以上配置して言語聴覚療法を行った場合に、1回   

につき35単位を所定単位数に加算する。  

回につき）  50単位  11集団コミュニケーション療法（1  
注1 矧‖こ厚生労働大臣が定める施設基準lこ適合しているものとして   

都道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護   

療養型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所におい  
て、指定短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において   
行われるものを除く湖（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除く」又は手旨定介護予  
防短期入所療養介護（老人性認知症疾患療養病棟において行われ   

るものを除く。）御対して、集  
団コミュニケーション療法を行った場合に、所定単位数を算定す  

皇⊥＿   

2 集団コミュニケーション療法lこついては、利用者又は入院患者   
1人につき1日3回に限り算定するものとする。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

イ 言語聴覚士が適切に配置されていること。   

ロ 利用者又は入院患者の数が言語聴覚士の数に対し適切なもので  

あること。   

ハ 当該療法を行うにつき十分な専用施設を有していること。   

二 当該療法を行うにつき必要な器械及び器具が具備されているこ  

と。  

12 摂食機能療法（1日につき） 208単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護   
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定  

介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  

12 摂食機能療法（1日につき） 185単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定   

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護   
（老人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）、指定   
介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病棟において行われ  
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るものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知  

症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用  
者又は入院患者であって摂食機能障害を有するものに対して、摂食  
機能療法を30分以上行った場合に、1月に4回を限度として所定単  

位数を算定する。  

るものを除く。）又は指定介護予防短期入所療養介護（老人性認知  
症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けている利用  
者又は入院患者であって摂食機能障害を有するものに対して、摂食  
機能療法を30分以上行った場合に、1月に4回を限度として所定単  

位数を算定する。  
13 リハビリテーションマネジメント  （1日につき）  25単位   

注 丹‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合する指定介護療養型医療施   

設において、指定介護療養施設サービス（老人性認知症疾患療養病   

棟において行われるものを除く」を受けている入院患者lこ対して、   
理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を行った場合  
に、所定単位数を算定する。  14即 60単位   
注 指定介護療養型医療施設において、指定介護療養施設サービス（老  

人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けて  
いる入院患者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が、その入院した日から起算して3月以   

内の期間に集中的に理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機   
能療法を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、この場合  

13 短期集中リハビリテーション（1日につき）  240単位  

注 指定介護療養型医療施設において、指定介護療養施設サービス（老   
人性認知症疾患療養病棟において行われるものを除く。）を受けて   

いる入院患者に対して、医師又は医師の指示を受けた理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が、その入院した日から起算して3月以   

内の期間に集中的に理学療法、作業療法、言語聴覚療法又は摂食機   

能療法を行った場合に、所定単位数を算定する。ただし、理学療法、   

作業療法、言語聴覚療法又は摂食機能療法を算定する場合は、算定   

しない。  

司  

において、リハビリテーションマネジメントを算定していない場合  

は、算定しない。  

14 認知症短期集中リハビリテーション（1日につき）  240単位  

注牒合しているものとして都   

道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設において、指定介護   
療養施設サービスを受けている入院患者のうち、認知症であると医  
師が判断した看であって、リハビリテーションによって生活機能の  

改善が見込まれると判断されたものに対して、医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士、作業療法士≡若しくは言語聴覚士が、その入院  
した日から起算して3月以内の期間に集中的なリハビリテーション  

を個別に行った場合に、1週に1日を限度として所定単位数を算定  
する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり  イ リハビリテーションを担当する理学療法士、作業療法士又は言  
語聴覚士が適切に配置されていること。   

ロ リハビリテーションを行うに当たり、入院患者数が、理学療法  
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士、作業療法士又は言語聴覚士の数に対して適切なものであるこ  

と。  

15 精神科作業療法（1日につき）  220単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  
型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  

定短期入所療養介護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防  
短期入所療養介護を受けている利用者又は入院患者に対して、精神  
科作業療法を行った場合に、所定単位数を算定する。  

16 認知症老人入院精神療法（1週間につき）  330単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、  
指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受  

けている利用者又は入院患者に対して、認知症老人入院精神療法を  
行った場合に、所定単位数を算定する。  

15 精神科作業療法（1日につき）  220単位   

注 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養  

型医療施設又は指定介護予防短期入所療養介護事業所において、指  

定短期入所療養介護、指定介護療養施設サービス又は指定介護予防  

短期入所療養介護を受けている利用者又は入院患者に対して、精神  

科作業療法を行った場合に、所定単位数を算定する。  

16 認知症老人入院精神療法（1週間につき）  330単位   

注 指定短期入所療養介護事業所、指定介護療養型医療施設又は指定  

介護予防短期入所療養介護事業所において、指定短期入所療養介護、  

指定介護療養施設サービス又は指定介護予防短期入所療養介護を受  

けている利用者又は入院患者に対して、認知症老人入院精神療法を  

行った場合に、所定単位数を算定する。  

309   
ー11一  





盟  ○
 
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
 
 
 

二
十
二
号
）
 
 

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
 
 
 

十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
車
 
 
 

用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
 
 
 

）
 
及
び
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
 
 

（
平
成
十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
二
号
）
 
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
 
 
 

大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
十
二
年
四
月
一
 
 
 

日
か
ら
適
用
す
る
。
 
 

一
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
 
 

成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
 
 

ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
 
 

省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
 
第
二
号
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
 
 

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
l
一
年
厚
生
省
告
示
第
l
一
十
号
）
 
第
 
 

二
号
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
 
 

準
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
 
第
二
号
、
指
定
介
護
予
防
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
 
第
二
号
及
び
指
定
介
護
予
防
支
援
に
要
 
 

す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
 
 

第
百
l
一
十
九
号
）
 
第
二
号
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
は
、
 
 

介
護
報
酬
単
位
の
見
直
し
案
 
 

○
 
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
 
 
 

l
一
十
二
号
）
 
 

指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
 
 

十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
 
 

用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
 
 

）
 
及
び
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
 
 

（
平
成
十
二
年
二
月
厚
生
省
告
示
第
二
十
一
号
）
 
の
規
定
に
基
づ
き
、
厚
生
 
 

大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
を
次
の
よ
う
に
定
め
、
平
成
十
二
年
四
月
一
 
 

日
か
ら
適
用
す
る
。
 
 

一
 
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
 
 
 

成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
十
九
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
 
 
 

ス
に
要
す
る
費
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
 
 
 

省
告
示
第
百
二
十
六
号
）
 
第
二
号
、
指
定
居
宅
介
護
支
援
に
要
す
る
費
用
 
 
 

の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
号
）
 
第
 
 
 

二
号
、
指
定
施
設
サ
ー
ビ
ス
等
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
 
 
 

準
 
（
平
成
十
二
年
厚
生
省
告
示
第
二
十
二
号
）
 
第
二
号
、
指
定
介
護
予
防
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
車
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
七
号
）
 
第
二
号
、
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
 
 
 

サ
ー
ビ
ス
に
要
す
る
責
用
の
額
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
 
 
 

生
労
働
省
告
示
第
百
二
十
八
号
）
 
第
二
号
及
び
指
定
介
護
予
防
支
援
に
要
 
 
 

す
る
車
用
の
籠
の
算
定
に
関
す
る
基
準
 
（
平
成
十
八
年
厚
生
労
働
省
告
示
 
 
 

第
百
二
十
九
号
）
 
第
二
号
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
一
単
位
の
単
価
は
、
 
 
 

（
変
更
点
は
下
線
部
）
 
 

u  
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特   地   
別   域   

区   区  

介介介介地短短通訪訪  介介福居   

護護護護域期期所間間  護護祉宅   

予療保福密入入リリ 看  予 予用療   
防養健祉着所所ハハ護  防防具養   
訪施施施型療生 ビ ビ   
問設設設介養活  

福居貸 管  
りリ   祉宅与理   

看サササ護介介テテ   用 療  指   
護】ll老護護Il   

ン ン   
サ                                     具養  導   

ビ ビ ビ人  貸管   
ス ス ス福  ∃ ∃   

l  

与理   ビ   

祉  ン ン   指   ス   

施   
設  

導   種  

入   
類  

所   

者   
生   

活   

介   

護   

十 干   千   
八分   分   
の   割  

ム        の   
千   千   

l：コ   

四   

十
円
に
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
介
護
保
険
法
 
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
 
 

十
三
号
）
 
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
 
 

第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
同
 
 

法
第
四
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の
事
業
、
同
法
 
 

第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
第
五
 
 

十
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
 
 

、
同
法
第
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
支
援
の
事
業
を
 
 

行
う
事
業
所
又
は
同
法
第
四
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
施
設
サ
ー
 
 

ビ
ス
等
を
行
う
介
護
保
険
施
設
が
所
在
す
る
地
域
区
分
及
び
同
表
の
中
欄
 
 

に
掲
げ
る
サ
ー
ビ
ス
種
類
に
応
じ
て
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
 
 

て
得
た
額
と
す
る
。
 
 

特   地   
別   域   

区   区  

介介介地地認特短短通  介介福居   

護護護域域知定期期所  護護祉宅   

療保福密密症施入入介  予 予 用 療   
養健祉着着対設所所護  防防具養   

施施施型型応入療生   福居貸 管   
設設設特介型居養活   祉宅与理   
サササ定護共者介介   用 療  指   
lll施老同生護護   
ビ ビ ビ設人生活   

サ                                   具養  導  

貸 管   l   

ス ス ス 入福活介   与 理   ビ   

居祉介護   指   ス   

者施護   
生設  

導   種  

活人   
類  

介所   

護者   
生   

活   

介   
護   

十 干   千   
八 分   
の   割 A     分    の   

千   千   
口   

＿▲＿  ′＼  

十
円
に
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
介
護
保
険
法
 
（
平
成
九
年
法
律
第
百
二
 
 

十
三
号
）
 
第
四
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
 
 

第
四
十
二
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
同
 
 

法
第
四
十
六
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
居
宅
介
護
支
援
の
事
業
、
同
法
 
 

第
五
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
、
同
法
第
五
 
 

十
四
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
 
 

、
同
法
第
五
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
介
護
予
防
支
援
の
事
業
を
 
 

行
う
事
業
所
又
は
同
法
第
四
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
施
設
サ
ー
 
 

ビ
ス
等
を
行
う
介
護
保
険
施
設
が
所
在
す
る
地
域
区
分
及
び
同
表
の
中
欄
 
 

に
掲
げ
る
サ
ー
ビ
ス
種
類
に
応
じ
て
同
義
の
下
欄
に
掲
げ
る
割
合
を
乗
じ
 
 

て
得
た
額
と
す
る
。
 
 



特
甲
地
 
 

訪  介介   
間  護護   

介  予 予   
護   防防  
短短  

護  期 期  

入 入  

所 所  

療生  
養活  
介 介  

護護   

千  

の  

千  
七  

居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

福
祉
用
具
貸
与
 
 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
 
 

訪
問
入
浴
介
 
 

通
所
介
護
 
 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
適
所
介
護
 
 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

居
宅
介
護
支
援
 
 

介
護
予
防
訪
問
介
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
 
 

介
護
予
防
適
所
介
護
 
 

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
支
援
 
 

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
適
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

特  

甲  
地  

介介福居  介介介夜居訪訪   
護護祉宅  護護護間 宅間 問   

予 予 用 療  予 予 予 対 介入 介   
防防具養  防防防応護浴護   

福居貸管  支訪訪型支介   

祉宅 与理  援問 問 訪援護   

用療  指   入介問   
具養  導   浴 護介   

貸 管   介  護   
与理  護   

指  

導  

千   五 千   

の   の   

千   千  
百   

訪
問
看
護
 
 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
看
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
適
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

介
護
予
防
小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

介
護
予
防
通
所
介
護
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
 
 

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

千
分
の
千
八
 
 

十
三
 
 

u ＋■  
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訪
問
介
護
 
 

訪
問
入
浴
介
護
 
 

通
所
介
護
 
 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
 
 

認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
 
 

地
域
密
着
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

居
宅
介
護
支
援
 
 

介
護
予
防
訪
問
介
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
入
浴
介
護
 
 

介
護
予
防
通
所
介
護
 
 

介
護
予
防
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
認
知
症
対
応
型
通
所
介
護
 
 

訪
問
看
護
 
 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

適
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

短
期
入
所
生
活
介
護
 
 

短
期
入
所
療
養
介
護
 
 

地
域
密
着
型
介
護
老
人
福
祉
施
設
入
所
者
生
活
介
護
 
 

介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
 
 

介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
 
 

介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
 
 

介
護
予
防
訪
問
看
護
 
 

介
護
予
防
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
生
活
介
護
 
 

介
護
予
防
短
期
入
所
療
養
介
護
 
 

千
分
の
千
六
 
 

十
 
 

千
分
の
千
四
 
 

十
 
 

居訪訪  介介 介介 介 小認通訪訪   介介介介介介介介地地認特短短通   
宅 間 問  護護護護護規知所間間  護護護護護護護護域域知定期期所   

介入介  予 予 予 予 予模症リリ 看  予 予 予予予療保福密密症施入入介   
護浴護   

防防防防防 多対ハハ護  防防防防防養健祉着着対設所所護   
支介   小認通訪訪機応 ビ ビ   認特短短通施施施型型応入療生   

援護   規知所間問能型 りリ   知 定期期所設設設特介型居養活  

模症リリ 看型通テ テ   症施入入介サササ定護共者介介  

多 対ハハ護居所l】   対設所所護Ill施老同 生護護  
機応 ビ ビ  宅介 シ シ   応入療生  ビ ビ ビ設人生活  

能型リリ  介護 ∃ ∃   型居養活  ス ス ス入福活介  

型通テ テ  護  ン ン   共者介介  
同 生護護  

居祉介護  

居所Il  者施護  
宅介 シ シ   生活  生設  
介護 ヨ ヨ   
護  ン ン   

活介  活人  
介護  
護  

介所  
護者  
生  

活  

介  
護   

十 干   十 干   十 干   
五 分   五 分   

の   の   の   

千   千   千   

七   五   四  



甲  

地  

居   介   
宅   護   

療   予   
管   支   
理  援   

指  
導  

千  

の  

千  

福
祉
用
具
貸
与
 
 

介
護
予
防
居
宅
療
養
管
理
指
導
 
 

介
護
予
防
福
祉
用
具
貸
与
 
 

訪
問
介
護
 
 

訪
問
入
浴
介
護
 
 

通
所
介
護
 
 

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
 
 

夜
間
対
応
型
訪
問
介
護
 
 

訪
問
看
護
 
 

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
 
 

短
期
入
所
生
活
介
護
 
 

短
期
入
所
療
養
介
護
 
 

地
域
密
着
型
介
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匪紙6  

指定基準の改正概要  

○ 指定居宅サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準   

1 訪問介護   

く人員に関する基準〉  

サービス提供責任者の配置に関する規定を以下のとおり改正する。  

指定訪問介護事業所ごとに、訪問介護員等であって専ら指定訪問介護の職務  

に従事するもののうち事業の規模に応じて1人以上の者をサービス提供責任者  

としなければならないこと。  

常勤職員を基本としつつ、非常勤職員の登用を一定程度可能とすること。  

居宅サービス基準上、1人を超えるサービス提供責任者を配置しなければな  

らない事業所においては、原則として1人分のみの常勤換算を可能とすること。  

あわせて、居宅サービス基準上、5人を超えるサービス提供責任者を配置し  

なければならない事業所については、当該事業所におけるサービス提供責任者  

の3分の2以上を常勤の者とすること。  

この場合の非常勤のサービス提供責任者については、当該事業所における勤  

務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間  

数の2分の1に達していること。  

2 居宅療養管理指導  

〈基本方針〉   

指定居宅療養管理指導を行う者に関する規定を以下のとおり改正する。  

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、看護師、准看護師、歯科衛生士（歯科衛  

生士が行う居宅療養管理指導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護  

師を含む。）又は管理栄養士とすること。  

〈人員に関する基準〉   

指定居宅療養管理指導事業所における人員配置に関する規定を以下のとおり改正  

する。  

病院又は診療所である指定居宅療養管理指導事業所における保健師、看護師  
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又は准看護師（以下「看護職員」という。） その提供する指定居宅療養管理指  

導の内容に応じた適当数。   

指定訪問看護ステーションである指定居宅療養管理指導事業所においては、  

看護職員を配置すること。  

〈設備に関する基準〉   

指定訪問看護ステーションである指定居宅療養管理指導事業所の設備に関する基  

準について、以下の要件を追加する。   

指定居宅療養管理指導の事業の運営に必要な広さ、設備及び備品等を備えて  

いること。  

〈運営に関する基準〉   

看護職員の行う指定居宅療養管理指導の方針に関する規定について、以下の要件  

を追加する。   

指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、指定居宅介護支援事業者等に対  

する居宅サービス計画の作成等に必要な情報提供並びに利用者に対する療養上  

の相談及び支援を行うこと。   

指定居宅療養管理指導の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、  

利用者又はその家族に対し、療養上必要な事項について、理解しやすいように  

指導又は助言を行うこと。   

それぞれの利用者について、提供した指定居宅療養管理指導の内容について、  

速やかに記録を作成するとともに、医師又は指定居宅介護支援事業者等に報告  

すること。  

3 通所介護  

〈設備に関する基準〉   

指定療養通所介護における利用定員に関する規定を以下のとおり改正する。  

・ 利用定員を8人以下とすること。  

指定療養通所介護における専用の部屋の面積に関する規定を以下のとおり改正す   

る。  

専用の部屋の面積は、6．4ポlこ利用定員を乗じた面積以上とすること。  

4 通所リハビリテーション  
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〈人員に関する基準〉   

指定適所リハビリテーションの事業所に置くべき理学療法士、作業療法士若しく  

は言語聴覚士又は看護師若しくは准看護師若しくは介護職員の員数に関する規定を  

以下のとおり改正する。  

・利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10：1  

以上確保されていること。  

そのうち、専ら指定適所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作  

業療法士又は言語聴覚士が、常勤換算方法で、利用者が100人又はその端数を  

増すごとに1人以上確保されること。   

※ 指定通所リハビリテーション事業所が診療所である場合   

・利用者が10人までは1人とし、10人を超える場合は、常勤換算方法で10：1  

以上確保されていること。  

そのうち、専ら指定通所リハビリテーションの提供に当たる理学療法士、作  

業療法士若しくは言語聴覚士又は通所リハビリテーション若しくはこれに類す  

るサービスに1年以上従事した経験を有する看護師が、常勤換算方法で、0．  

1人以上確保されること。  

5 短期入所療養介護  

〈人員に関する基準〉   

診療所である指定短期入所療養介護事業所に関する規定について、以下の要件を   

追加する。  

診療所（指定介護療養型医療施設である診療所及び療養病床を有する診療所  

を除く。）である指定短期入所療養介護事業所にあっては、当該指定短期入所療  
養介護事業所を提供すべき病室に置くべき看護職員又は介護職員の員数の合計  

は、常勤換算方法で、入院患者の数が3又はその端数を増すごとに1以上であ  

ること。  

く設備に関する基準〉   

診療所である指定短期入所療養介護事業所に関する規定について、以下の要件を  

追加する。，  

指定短期入所療養介護を提供すべき病床の床面積は、利用者1人につき6．  

4平方メートル以上とすること。   

・食堂及び浴室を有すること。  

機能訓練を行うための場所を有すること。  
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附則第5条 「施行規則附則第2条の規定により読み替えて適用される施行規則第1   

4条に規定する厚生労働大臣が定める基準に適合している診療所である指定短期入   

所療養介護事業所」に係る人員基準等  

当該規定を削除する。  
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○ 介護老人保健施設の人員、施設及び施設並びに運営に関する基準   

〈人員に関する基準〉  

介護老人保健施設に置くべき従業者の員数に関する規定を以下のとおり改正する。  

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 常勤換算方法で、入所者の数を100  

で除して得た数以上。   

支援相談員 1以上（入所者の数が100を超える場合にあっては、常勤の支援  

相談員1名に加え、常勤換算方法で、100を超える部分を100で除して得た数以  

上。）。  
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○ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準   

1 夜間対応型訪問介護   

く人員に関する基準〉  

オペレーターに関する規定を、以下のとおり改正する。  

■ オペレーターは、看護師、介護福祉士その他の厚生労働大臣が定める看であ  

ること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおりとする。  

看護師、准看護師、介護福祉士、医師、保健師、社会福祉士及び介護支  

援専門員。  

管理者に関する規定を、以下のとおり改正する。  

日中のオペレーションセンターサービスを実施する場合であって、指定訪問   

介護事業者の指定を併せて受けて、一体的に運営する場合、指定訪問介護事業   

所の職務に従事することを可能とすること。  

2 小規模多機能型居宅介護  

〈人員に関する基準〉   

夜勤職員に関する規定を以下のとおり改正する。  

・夜間及び深夜の時間帯を通じて1以上の小規模多機能型居宅介護従業者に夜  

間及び深夜の勤務（夜間及び深夜の時間帯に行われる勤務（宿直勤務を除く。））  

を、1以上の小規模多機能型居宅介護従業者に宿直勤務を行わせるために必要  

な数以上とすること。   

・宿泊サービス（登録者を指定小規模多機能型居宅介護事業所に宿泊させて行  

う小規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）の利用者がいない場合であって、  

利用者に対して夜間及び深夜の時間帯に連絡体制を整備している場合にあって  

は、第1項の規定に関わらず、夜間及び深夜の時間帯を通じて宿直勤務並びに  

夜間及び深夜の勤務を行う小規模多機能型居宅介護従業者を置かないことがで  

きること。  

〈設備に関する基準〉   

居間及び食堂に関する規定を以下のとおり改正する。  

居間及び食堂は、機能を十分lこ発揮し得る適当な広さを有すること。  
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○ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス   

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準   

1 介護予防訪問介護   

〈人員に関する基準〉  

訪問介護と同様の改正を行うこと。  

2 介護予防通所リハビリテーション  

〈人員に関する基準〉   

通所リハビリテーションと同様の改正を行うこと。  
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○ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着   

型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準   

1介護予防小規模多機能型居宅介護   

〈人員に関する基準〉  

小規模多機能型居宅介護と同様の改正を行うこと。  

〈設備に関する基準〉   

小規模多機能型居宅介護と同様の改正を行うこと。  

0
0
 
 
 



（参考）介護保険法施行規則  

第9条 法第8条第6項の厚生労働省令で定める者  

居宅療養管理指導を行うことができる者に関する規定を以下のとおり改正する。   

保健師、看護師、准看護師、歯科衛生士（歯科衛生士が行う居宅療養管理指  

導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護師を含む。）及び管理栄養士  

であること。  

第9条の2 法第8条第6項の厚生労働省令で定める療養上の管理及び指導  

居宅療養管理指導において行われるべき療養上の管理及び指導に関する規定につ   

いて、以下の要件を追加する。   

保健師、看護師又は准看護師により行われる居宅療養管理指導は、居宅要介  

護者の居宅において実施される療養上の相談及び支援とすること。  

第14条 法第8条第10項の厚生労働省令で定める施設  

短期入所療養介護を行うことができる施設は以下のとおりとすること。  

① 介護老人保健施設  

② 介護療養型医療施設  

③ 医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第4号に規定する療養病床を有   

する病院又は診療所  

④ 別に厚生労働大臣が定める診療所（前2号に掲げるものを除く。）  

（参考）別に厚生労働大臣が定める診療所の施設基準等  

指定短期入所療養介護事業所における指定短期入所療養介護を提供す  

べき病室に置くべき看護師若しくは准看護師又は介護職員の員数の合計  

は、常勤換算方法で、入院患者の数が3又はその端数を増すごとに1以  

上であること。  

夜間における緊急連絡体制を整備することとし、看護師若しくは准看  

護師又は介護職員を1人以上配置していること。  

指定短期入所療養介護を提供すべき病床の床面積は、利用者1人につ  

き6．4平方メートル以上とすること。  

食堂及び浴室を有すること。  
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機能訓練を行うための場所を有すること。  

第22条の8 法第8条の2第6項の厚生労働省令で定める者  

介護予防居宅療養管理指導を行うことができる者に関する規定を以下のとおり改   

正する。   

保健師、看護師、准看護師、歯科衛生士（歯科衛生士が行う介護予防居宅療  

養管理指導に相当するものを行う保健師、看護師及び准看護師を含む。）及び管  

理栄養士であること。  

第22条の9 法第8条の2第6項の厚生労働省令で定める者  

介護予防居宅療養管理指導において行われるべき療養上の管理及び指導に関する   

規定について、以下の要件を追加する。   

保健師、看護師又は准看護師により行われる介護予防居宅療養管理指導は、  

居宅要介護者の居宅において実施される療養上の相談及び支援とすること。  

第22条の14 法第8条の2第10項の厚生労働省で定める施設  

第14条と同様の改正を行う。  

第127条 指定居宅サービス事業者の特例に係る居宅サービスの種類  

法第71条第1項に規定する「厚生労働省令で定める種類の居宅サービス」（病院等   

について、健康保険法第63条第3項第1号の規定による保険医療機関の指定があっ   

た場合に、介護保険法第41条第1項本文の指定があったものとみなすことのできる   

サービス）について、以下のとおり改正する。  

法第71条第1項の厚生労働省令で定める種類の居宅サービスは、訪問看護、  

訪問リハビリテーション及び通所リハビリテーションとすること。  

第140条の15 指定介護予防サービス事業者の特例に係る介護予防サービスの種類  
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法第115条の10において準用する法第71条第1項に規定する「厚生労働省令で定め  

る種類の居宅サービス」について、以下のとおり改正する。  

法第115条の10において準用する法第71条第1項の厚生労働省令で定める種類  

の介護予防サービスは、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション  

及び介護予防通所リハビリテーションとすること。  

附則第2条 短期入所療養介護及び介護予防短期入所療養介護を行う施設に関する経   

過措置  

当該規定を削除すること。  
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